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沖縄振興公共投資交付金は、沖縄県が沖縄の振興に資する事業を自主的に選択して作成

した沖縄振興交付金事業計画（以下「事業計画」という。）に基づく事業のうち、沖縄の

振興の基盤となる施設の整備に関する事業等の実施に要する費用に対し、国が交付金を交

付することにより、沖縄の実情に即した事業の的確かつ効果的な実施を図ることを目的と

している。 

沖縄県においては、沖縄振興公共投資交付金の目的に鑑み、その執行に際し成果目標及

びその達成予定年度（長期にわたる事業等では、当該成果目標の達成状況について概ね３

年程度の適当な期間ごとに定める中間評価年度）を設定し、設定した成果目標の達成予定

年度（中間評価年度）以後、速やかに当該成果目標の達成状況について評価を行うことと

している。 

また、成果目標及びその達成予定年度の設定並びに成果目標の達成状況についての評価

を行った場合には、沖縄振興公共投資交付金制度要綱に基づき、これを公表するとともに、

内閣総理大臣に提出することとなっている。 

（注）平成27年度までは当該評価を「事業評価」と表現していたが、平成28年度より「事

後評価」に改めた。 

 

 

 

 

 

沖縄県では、各施策の着実な推進を図るため、分野内の施策単位で成果目標を設定し、

評価を行っている。 

今回の評価対象は、令和６年度末時点の成果目標において、令和６年度を達成予定年度

（最終評価）と設定した28件、令和６年度を中間評価年度と設定した23件のほか、令和５

年度事後評価において、成果目標を構成する事業が未着手として繰越を行い、評価をして

いない11件を含め、合計62件である。（補正事業計画に基づき設定した成果目標含む。） 

なお、平成27年度までの施設整備（学校、社会福祉施設、医療施設に限る。）に関する

評価は、繰り越した事業であっても、一部でも事業着手（工事の契約済み）している場

合、仮に、施設等が未完成であっても評価の対象とし、繰り越した年度に施設等が完成で

きると想定し、「達成」と評価を行ってきたところであるが、より分かりやすい評価とす

るため、平成28年度の事後評価からは、繰り越した事業が１つでもあれば、当該年度の評

価の対象から除き、事業が完了した年度の翌年度に評価することに改めた。 

そのため、令和７年度に繰り越した19件（最終評価17件）は、次年度において評価を行

う。 

  

沖縄振興公共投資交付金の評価制度について 

事後評価の基本的な考え方 

評価の対象事業 
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事後評価の方法は、成果目標毎に設定した定量的な目標値に対する実績値を達成率（％）

に換算（小数点以下は四捨五入）した上で、「達成」「概ね達成」「一部達成」「未達成」

の４段階で評価している。 

なお、繰り越した事業に係る成果目標は、「繰越」と記載し、事業が完了した年度の翌

年度に評価する。 

 
 
＜評価基準＞ 
・算出された達成率については、目標毎に以下の４段階で評価する。 
 
「◎：達成」   ：達成率が 100％ 
「○：概ね達成」：達成率が 70％以上 100％未満 
「△：一部達成」：達成率が 70％未満かつ、一部の目標値を達成している場合 
「未：未達成」  ：達成率が 70％未満かつ、すべての目標値を達成していない場合 
 
・成果目標を構成する事業のうち、繰り越した事業が１つでもある場合 
「繰：繰越」  ：当該年度の評価の対象から除き、事業が完了した年度の翌年度に評価 

 

 

 
 

 

 

 最終評価の達成状況   

 

最終評価の達成状況は、11件の成果目標のうち、「達成」が８件（72％）、「概ね達

成」が２件（18％）、「一部達成」が１件（９％）となっている。 

令和６年度が最終評価となっている成果目標の評価結果は、「達成」及び「概ね達成」

の割合の合計が91％となったことから、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に掲げる各施

策の推進、社会基盤の整備に寄与することができた。 

また「繰越」として、今年度の事後評価の対象から除いた成果目標は、17件となってい

るが、これは前述の「評価の対象事業」のとおり、評価対象事業を改めたことが要因であ

る。 

沖縄県としては、今年度の事後評価の結果を踏まえ、より綿密な事業計画のもと事前に

各関係者間との調整を行い、事業が円滑に進められるよう推進していく。 

 

 

 

 

 

事後評価の方法 

評価結果について 
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【令和６年度の最終評価の達成状況】 

 

 
※評価対象成果目標 11 は、繰越 17 を除いた成果目標の数である。 

 

 

 

【参考：令和５年度の最終評価の達成状況】 

 

 
 

  ※評価対象成果目標 12 は、繰越 10 を除いた成果目標の数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達　成
概ね達成

一部達成 未達成

10 1 0 17

達       成  8
概ね達成   2

91% 9% 0% －

11

評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

繰　越

達　成
概ね達成

一部達成 未達成

12 0 0 10

達       成　9
概ね達成　3

100% 0% 0% －

12

評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

繰　越

-3-



達　成
概ね達成

一部達成 未達成

11 0 0 0

達　　  成　11
概ね達成  　0

100% 0% 0% －

評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

繰　越

11

 中間評価の達成状況  

 

中間評価の達成状況は、21件の成果目標のうち「達成」が９件（43％）「概ね達成」が

４件（19％）、「一部達成」が５件（24％）、「未達成」が３件（19％）となっている。 

中間評価の施策について、「達成」及び「概ね達成」の割合の合計が62％となってお

り、昨年度よりも達成率が下がっていることから、最終評価において、成果目標を達成す

るよう取り組んでいく必要がある。 

 

【令和６年度の中間評価の達成状況】 

 

 

 

 

 繰越の達成状況  

 

繰越の達成状況は、令和５年度事後評価で繰越となった 11 件の成果目標のうち、 

「達成」が 11 件（100％）となっている。 

 

【令和５年度事後評価で繰越となった成果目標の結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※最終評価年度事業 10件、中間評価年度事業１件 

 

 

達　成
概ね達成

一部達成 未達成

13 5 3 2

達　　  成  9
概ね達成  4

62% 24% 14% －

評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

繰　越

21
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今年度の評価対象の成果目標（最終評価）の達成状況は、成果目標の９割が「達成」又

は「概ね達成」と評価されたことにより、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に掲げる各

施策を着実に推進することができた。 

また、これまでの成果目標の達成状況を整理すると、平成 24 年度から令和６年度まで

は、成果目標の９割以上が「達成」又は「概ね達成」となっている。 

 

 

達　成
概ね達成

一部達成 未達成

23 0 0

100% 0% 0%

36 0 1

97% 0% 3%

41 2 2

92% 4% 4%

24 0 2

92% 0% 8%

34 1 3

90% 2% 8%

5 0 1

83% 0% 17%

10 0 0
100% 0% 0%
18 3 3
75% 12.5% 12.5%
9 0 0

100% 0% 0%
30 0 6
83% 0% 17%
11 0 2
85% 0% 15%
12 0 0

100% 0% 0%
10 1 0

91% 9% 0%

令和５年度 12

令和６年度 11

令和２年度 9

令和３年度 36

令和４年度 13

平成29年度 6

平成30年度 10

令和元年度 24

平成26年度 45

平成27年度 26

平成28年度 38

平成25年度 37

年 度
評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

平成24年度 23

沖縄振興公共投資交付金の事後評価の検証 

成果目標の達成状況について 
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※評価対象成果目標は、繰越を除いた成果目標の数である。 

沖縄県としては、今後も必要に応じた事業の見直しや改善を図りながら、より効果的・

効率的に事業を実施し、成果目標の達成率の向上に努める。 

 

 

 

 

沖縄振興公共投資交付金は、従来の補助金等に比べ流用手続きが簡素・簡略化されてい

ることから、年度途中の環境の変化や事業の執行状況に応じ、機動的な事業執行が可能と

なっている。 

令和６年度の効果的な活用事例としては、県立学校の学校施設事業で、入札に伴う執行

残等を効果的に活用するため、他の校舎改築工事等で執行した。また、市町村立学校の学

校施設事業では、市町村間で流用を行うことで、不用の発生を防ぎ、事業効果の早期発現

を図ることができた。 

農山漁村地域整備に関する事業においては、入札差金や現場精査に伴い生じた減額等の

執行残を効果的に活用し、ほ場整備や畑地かんがい施設整備の施工面積を拡大することができ

た。また、漁港施設整備では、漁港施設の早期完成について地元から強い要望があったため、

他地区と調整して予算流用により事業費を増額し、早期に施設を完成することができた。 

社会資本整備に関する事業においては、施設の老朽化等による修繕工事の優先度の高い事

業箇所に入札差金や現場精査に伴い生じた減額等の執行残を活用することや、入札不調不落

等に伴う執行残を市町村間で流用し活用することにより、事業効果の早期発現を図ることができ

た。 

このような機動的な事業執行例は、他分野でも行われており、年度途中における住民ニ

ーズや地元市町村からの要望に対応した事業計画に変更することで、新・沖縄２１世紀ビ

ジョン基本計画に掲げる各施策の推進、社会基盤の整備に寄与することができた。 

 

 

 

 

沖縄振興公共投資交付金については、沖縄県の重点事業を勘案しながら、自主的に選択

した事業に対して配分しており、令和６年度は、医療施設等施設整備、沖縄都市モノレー

ル輸送力増強事業及び離島における水道広域化整備事業に対して優先的に事業費を配分し

た。 

その他の分野に対しては、各分野の執行状況や事後評価の結果を踏まえた予算配分とな

るように、過去の執行状況等を勘案した予算配分を行ったことで、執行率が高い分野につ

いては配分シェアが上がるなど、予算の「選択」と「集中」を図ることができた。 

なお、令和７年度における沖縄振興公共投資交付金の予算配分においても、重点事業等

に対して優先的に事業費を配分したほか、執行状況等を勘案し、予算の「選択」と「集

中」を行うことで、令和７年度の事業計画に適切に反映することができた。 

効果的な活用について 

予算配分について 
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令和６年度を達成予定年度（最終評価）とする分野毎の評価結果 

 
 

 

 

 

達成 概ね達成 一部達成 未達成

A 交 通 安 全 施 設 1 1
B 消 防 防 災 施 設 0
C 学 校 施 設 2 2 14
D1 社 会 福 祉 施 設 0
D2 医 療 施 設 0
E1 農 山 漁 村 地 域 整 備 1 1
E2 農 山 漁 村 活 性 化 対 策 0
E3 農業・ 食品産業強化対策 0
E4 水 産 業 強 化 対 策 0
E5 沖 縄 林 業 構 造 確 立 施設 0
F 工 業 用 水 道 1 1

道 路 0
港 湾 0 1
治 水 1 1 1
海 岸 0
下 水 道 2 1 1
市 街 地 整 備 0
都 市 公 園 3 1 1 1 1
広 域 的 地 域 活 性 化 基盤 0
住 宅 0
水 道 施 設 整 備 0

H1 環 境 保 全 施 設 0
H2 自 然 環 境 0

11 8 2 1 0 17

G

合　計

分野 評価対象成果目標
評　価

繰越

分野別の評価結果（総括） 

令和６年度事後評価（最終評価）について 

-7-



 

 

 

 

令和６年度を中間評価年度とする分野毎の評価結果 

 
 

 

 

 

 

令和５年度事後評価結果で繰越となった分野毎の評価結果 

 
 

 

達成 概ね達成 一部達成 未達成

E1 農 山 漁 村 地 域 整 備 5 1 1 3

E5 沖縄林業構造確立施設 1 1

道 路 1 1

港 湾 5 1 2 1 1

治 水 0

海 岸 0

下 水 道 0

市 街 地 整 備 0

都 市 公 園 8 4 1 1 2 2

広域的地域活性化基盤 0

住 宅 0

水 道 施 設 整 備 1 1

21 9 4 5 3 2

G

合　計

分野 評価対象成果目標
評　価

繰越

達成 概ね達成 一部達成 未達成

C 学 校 施 設 8 8

E1 農 山 漁 村 地 域 整 備 1 1

治 水 1 1

住 宅 1 1

11 11 0 0 0 0

G

合　計

  評価対象成果目標
評　価

繰越

令和５年度事後評価（繰越分） 

令和６年度事後評価（中間評価） 
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Ａ 交通安全施設（警察本部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－ウ：安全・安心に暮らせる地域づくり 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ａ－１ 

・ 対象道路（沖縄本島内の沖縄円滑化対策エリア内）において、交通安全施設の整備

を行い、交通の安全と円滑化を図る。 

 

【整備箇所】 

・ 横断歩道の補修１㎞、実線標示の補修１km、信号機新設２基、 

信号機柱の移設 25 本、道路標識柱の設置 10 本 

 

【成果の検証】 

・ 交通安全施設については、今回の事後評価において、成果目標（Ａ－１）が達成と

なったことから、安全・安心に暮らせる地域づくりに寄与することができた。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ａ－１  

・ 交通安全施設等の整備により令和６年の県内の交通事故死者数が年間３人であっ

た。 

・ 成果目標は年間３人以下となっていることから目標達成となった。 

※交通安全施設等整備事業の推進に関する法律施行規則第１条第１項第４号に規定

する地区に含まれる道路に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｃ 学校施設（教育庁） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－イ：大規模災害等に備えた強くしなやかな県土づくりの推進 

５－(２)－エ：時代の変化に対応する魅力ある学校づくりの推進 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｃ－１、Ｒ５成果目標Ｃ－１ 

・ 構造上危険な状態にある公立幼稚園、義務教育諸学校、特別支援学校及び高等学校

の校舎を改築し、児童生徒等の安全を守り、安心で豊かな教育環境を整備する。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－２、Ｒ５成果目標Ｃ－２ 

・ 構造体の劣化対策やライフラインの更新などにより建物の耐久性を高めるととも

に、省エネルギー化や多様な学習内容、学習形態による活動が可能となる環境の提供

など、現代の社会的要請に応じた施設の長寿命化を図る。また、将来的に長寿命化を

図る建物について、健全な状態に保つための予防的な改修工事を適切なタイミングで

実施し、致命的な損傷の発現を事前に防ぐことで、効率的・効果的に施設の長寿命化

を図り、教育環境の改善を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－３、Ｒ５成果目標Ｃ－３ 

 ・ 教育を行うのに著しく不適当な建物で特別な事情のあるものについて、公立幼稚園

及び義務教育諸学校の校舎を改築し、教育機能の向上及び校地の有効利用等の観点か

ら教育条件の改善を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－４ 

 ・ 教育環境や生活様式の変化に伴う改装等の大規模改造を行うことにより、学校教育

の円滑な実施のための教育環境の改善を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－５、Ｃ－14、Ｒ５成果目標Ｃ－５ 

・ 子ども達の最も身近にある学校の屋外環境を様々な体験活動の場として活用し、た

くましく心豊かな子ども達を育成するため、屋外環境の一体的な整備充実を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－６、Ｒ５成果目標Ｃ－６ 

・ へき地における義務教育の円滑な実施及び教育水準の向上を図るため、へき地教員

住宅、へき地集会室及びへき地寄宿舎の整備を行う。 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｒ６成果目標Ｃ－７、Ｃ－17 

・ 学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実施を図るため、公立の義務教育諸学校

及び沖縄県の夜間定時制高等学校における学校給食施設を整備する。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－８、Ｒ５成果目標Ｃ－８ 

・ 学校教育活動の円滑な実施及びスポーツ振興のため、義務教育諸学校に係る体育諸

施設の整備促進を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－９ 

・ 学校施設について、発災時における児童生徒のための応急避難場所として必要な機

能が発揮できるよう、防災機能の強化を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－10、Ｒ５成果目標Ｃ－10 

・ 構造上危険な状態にある県立学校の校舎を改築し児童生徒等の安全を守り、安心で

豊かな教育環境を整備する。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－12 

・ 経年による学校建物の損耗等に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改築等を 

行うことにより教育環境の改善を図り、もって学校教育の円滑な実施及び建物の耐久 

性確保を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－15 

・ 県立特別支援学校における教室の不足を解消するため校舎の新築又は増築を行い、

教育の円滑な実施を確保する。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－16 

・ 県立高等学校における教室の不足を解消するため校舎の新築又は増築を行い、教育

の円滑な実施を確保する。 

 

Ｒ６成果目標Ｃ－18 

・ 専門教育のための施設等を整備することにより、産業教育を通じて、勤労に対する

正しい信念を確立し、産業技術を習得させるとともに工夫創造の能力を養い、もって

経済自立に貢献する有為な国民を育成するため、産業教育の振興を図る。 

 

Ｒ５成果目標Ｃ－４ 

・ 経年により、通常発生する学校建物の消耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の

用途変更に伴う改築等を行うことにより教育環境の改善を図り、もって学校教育の円

滑な実施に資するとともに、併せて建物の耐久性の確保を図る。 
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【整備箇所】 

（令和６年度） 

・ 危険改築事業（Ｃ－１） 

市町村立小中学校 ６校 

具志川小学校、嘉芸小学校、松川小学校 

西辺中学校、安慶田中学校、金武中学校 

 

 ・ 長寿命化及び予防改修事業（Ｃ－２） 

市町村立小中学校 ４校 

 前田小学校、真喜屋小学校、寄宮中学校、山内中学校 

 

 ・ 不適格改築事業（Ｃ－３） 

   市町村立小中学校 ３校 

    具志川小学校、西辺中学校、安慶田中学校 

 

・ 大規模改造事業（Ｃ－４） 

市町村立小中学校 21 校 

 安謝小学校、瀬喜田小学校、知念小学校、曙小学校、真和志小学校 

真地小学校、佐敷小学校、島袋小学校、さつき小学校、糸満小学校 

西崎小学校、潮平小学校、仲西小学校、石田中学校、仲井眞中学校 

佐敷中学校、金城中学校、神原中学校、首里中学校、糸満中学校 

潮平中学校 

 

・ 屋外教育環境整備事業（Ｃ－５）（Ｃ－14） 

市町村立小中学校 ７校 

 普天間小学校、古堅南小学校、天妃小学校、若狭小学校、石嶺小学校 

 屋部小学校、馬天小学校 

県立学校 １校 

   首里高校 

 

・ へき地教員住宅等整備事業（Ｃ－６） 

  市町村立小中学校へき地教員住宅 ３校 

   粟国小学校、粟国中学校、多良間小学校 

 

・ 学校給食施設整備事業（Ｃ－７）（Ｃ－17） 

各市町村の給食センター、共同調理場（２施設） 

 与儀共同調理場（新増築及び改築） 

県立中学校単独調理場 １校 

   開邦中学校 
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・ 体育諸施設整備事業（Ｃ－８） 

水泳プール ３校 

 松川小学校、嘉数小学校、北谷中学校 

 

・ 防災機能強化事業（Ｃ－９） 

市町村立小中学校 11 校 

 真地小学校、金城小学校、仲井真小学校、城岳小学校、小禄南小学校 

 比屋根小学校、とよみ小学校、安謝小学校、城西小学校、寄宮中学校 

 首里中学校 

 

・ 危険改築事業（Ｃ－10） 

県立学校 ４校 

 開邦高校、八重山農林高校、久米島高校、陽明高校 

 

 ・ 大規模改造事業（Ｃ－12） 

県立学校 20 校 

 宜野座高校、八重山商工高校、久米島高校、八重山高校、嘉手納高校 

那覇西高校、前原高校、浦添高校、首里東高校、沖縄水産高校 

美里工業高校、コザ高校、名護商工高校、北谷高校、那覇国際高校 

沖縄高等支援学校、宮古特別支援学校、大平特別支援学校久米島分教室 

沖縄盲学校、島尻特別支援学校 

 

・ 新増築事業（Ｃ－15） 

  県立特別支援学校（高等部） １校 

   中部農林高等支援学校 

 

・ 新増築事業（Ｃ－16） 

  県立高等学校 １校 

   開邦高校 

 

・ 特別装置（Ｃ－18） 

   県立学校の装置  １校２箇所 

   南部工業高校 

 

 

（令和５年度） 

・ 危険改築事業（Ｃ－１） 

市町村立小中学校 ９校 

 天妃小学校、若狭小学校、嘉芸小学校、識名小学校、具志川小学校 

 古蔵小学校、松川小学校、北丘小学校、西辺中学校 
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・ 長寿命化及び予防改修事業（Ｃ－２） 

市町村立小中学校 ７校 

 平良第一小学校、安田小学校、安波小学校、奥小学校 

 山内中学校（２事業）、与那原中学校 

 

 ・ 不適格改築事業（Ｃ－３） 

   市町村立小中学校 ２校 

    具志川小学校、西辺中学校 

 

 ・ 大規模改造事業（Ｃ－４） 

市町村立小中学校 16 校 

 糸満小学校（２事業）、潮平小学校、北中城小学校、知念小学校 

船越小学校、玉城小学校、百名小学校、西崎中学校、潮平中学校 

糸満中学校、玉城中学校（２事業）、知念中学校、長嶺中学校、佐敷中学校 

 

・ 屋外教育環境整備事業（Ｃ－５） 

  市町村立小中学校 ３校 

   城前小学校、知念中学校、豊崎中学校 

 

・ へき地教員住宅等整備事業（Ｃ－６） 

  市町村立小中学校へき地教員住宅 ４校 

   北大東小学校、粟国小学校、粟国中学校、北大東中学校 

 

・ 体育諸施設整備事業（Ｃ－８） 

  水泳プール ８校 

   天妃小学校、古堅南小学校、古蔵小学校、松川小学校、山田小学校 

   松島中学校、豊崎中学校、北谷中学校 

 

  武道場 ２校 

    松島中学校、豊崎中学校 

 

・ 危険改築事業（Ｃ－10） 

  県立学校 ４校 

   宜野湾高校、陽明高校、八重山農林高校、中部農林高校 

 

 

【成果の検証】 

（令和６年度） 

・ 学校施設については、当初の評価対象の成果目標数は 16 であったが、成果目標を

構成する事業のうち繰り越した 14 事業を除くと、今年度の成果目標数は C-15、C-18

のみである。 
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・ C-15 について、今回の事後評価において達成となったことから、新増築を実施した

学校において、豊かな教育環境を提供することが可能となった。 

・ C-18 について、今回の事後評価において達成となったことから、専門教育のための

施設等を整備することにより、産業教育の振興に寄与することができた。 

 

（令和５年度） 

・ 学校施設については、令和５年度から令和６年度に繰り越した成果目標数は８つで

ある。 

・ 今回の事後評価において、８つの成果目標（Ｃ－１、Ｃ－２、Ｃ－３、Ｃ－４、Ｃ

－５、Ｃ－６、Ｃ－８、Ｃ－10）が達成となったことから、教育環境の改善を図り施

設等を整備することにより、時代に対応する魅力ある学校づくりの推進に寄与するこ

とができた。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和６年度） 

 Ｃ－１  

・ 関係機関との調整に不測の日数を要したこと等から、３校（松川小学校、安慶田中

学校、金武中学校）が、令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、３校については令和６年度中に整備が完了しており、概ね順調に進捗してい

るといえる。 

 

Ｃ－２ 

・ 関係機関との調整に不測の日数を要したこと等から、３校（前田小学校、真喜屋小

学校、山内中学校）が令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、１校については令和６年度中に事業が完了している。 

 

 Ｃ－３  

・ 関連事業の遅延により不測の日数を要したこと等から、１校（安慶田中学校）が令

和７年度に繰越となった。 

・ 一方、２校については令和６年度中に事業が完了しており、概ね順調に進捗してい

るといえる。 

 

 Ｃ－４  

・ 埋設物発見による施工能率の低下に伴い不測の日数を要したこと等から、７校（糸

満小学校、西崎小学校、潮平小学校、仲西小学校、首里中学校、糸満中学校、潮平中

学校）が令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、14 校については令和６年度に事業が完了しており、概ね順調に進捗している

といえる。 

 

  Ｃ－５  

・ 関係機関との調整に不測の日数を要したこと等から、５校（天妃小学校、若狭小学
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校、石嶺小学校、屋部小学校、馬天小学校）が令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、２校については令和６年度中に事業が完了している。 

 

  Ｃ－６  

・ 労務者手配調整に不測の日数を要したこと等から、３校とも令和７年度に繰越とな

った。 

・ これらの３校については、令和７年度中に事業完了の見込みである。 

 

  Ｃ－７  

・ 関連業務（磁気探査）の遅延により不測の日数を要したことから全て令和７年度に

繰越となった。 

・  これらの施設については、令和７年度中には事業完了の見込みである。 

 

  Ｃ－８  

・ 関係機関との調整に不測の日数を要したこと等から、２校（松川小学校、嘉数小学

校）が令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、１校については令和６年度中に事業が完了している。 

 

 Ｃ－９  

・ 関係機関との調整及び入札不調により不測の日数を要したこと等から、２校（安謝

小学校、城西小学校）が令和７年度に繰越となった。 

・ 一方、９校については令和６年度中に事業が完了しており、概ね順調に進捗してい

るといえる。 

 

 Ｃ－10  

・ 台風襲来による現場閉所に伴う施工遅れにより不測の日数を要したこと等から、４

校とも令和７年度に繰越となった。 

・ これらの４校については、令和７年度中に整備完了の見込みである。 

 

 Ｃ－12  

・ 年度途中で不具合等が生じた機器を更新するため、当初計画を大幅に見直しする必

要が生じ、調整に不測の時間を要したこと等から、18 校が令和７年度に繰越となっ

た。 

 

（令和７年度へ繰越） 

 久米島高校、八重山高校、沖縄高等支援学校、嘉手納高校、那覇西高校、前原高校 

 浦添高校、首里東高校、沖縄水産高校、美里工業高校、コザ高校、名護商工高校 

 宮古特別支援学校、大平特別支援学校久米島分教室、北谷高校、那覇国際高校 

 沖縄盲学校、島尻特別支援学校 

・ これらの 18 校については、令和７年度中に整備完了の見込みである。 
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Ｃ－14 

・ 関係機関との協議・調整により不測の日数を要したことから、令和７年度に繰越と

なった。 

・  繰越となった施設については、令和７年度中に整備完了の見込みである。 

 

Ｃ－15 

・  計画とおり事業が完了した。(中部農林高等支援学校) 

・  県立特別支援学校の新増築を実施した学校において、豊かな教育環境を提供するこ

とが可能となった。 

 

Ｃ－16 

・ 関係機関との協議・調整により不測の日数を要したことから、令和７年度に繰越と

なった。 

・  繰越となった学校については、令和７年度中に整備完了の見込みである。 

 

Ｃ－17 

・ 関係機関との協議・調整により不測の日数を要したことから、令和７年度に繰越と

なった。 

・  繰越となった施設については、令和７年度中に整備完了の見込みである。 

 

Ｃ－18 

・ 当初予定とおり１校２箇所について、整備を行った。（南部工業高校） 

・ 設備の整備ができたことにより、実習を行う環境を整えることができた。 

 

（令和５年度） 

  Ｃ－１  

・ 関連工事の遅延等により不測の日数を要したため、５校（具志川小学校、西辺中学

校、古蔵小学校、松川小学校、北丘小学校）が、令和６年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった５校については、令和６年度中に整備を完了し、事業を実施した学校

の教育環境が改善された。 

 

  Ｃ－２  

・ 資材の入手困難等のより不測の日数を要したことから、３校（安田小学校、安波小

学校、奧小学校）が令和６年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった３校については、令和６年度中に整備を完了し、事業を実施した学校

の教育環境が改善された。 

 

 Ｃ－３  

・ 最終目標値の２校（具志川小学校、西辺中学校）についてボーリング調査実施個所

の追加などにより不測の日数を要したことから、令和６年度に繰越となった。 

・ 繰越となった２校については、令和６年度中に整備を完了し、事業を実施した学校
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の教育環境が改善された。 

 

  Ｃ－４ 

・ 関係機関との協議・調整により不測の日数を要したことから、10 校が令和６年度に

繰越となっていた。 

（令和６年度へ繰越） 

糸満小学校（２事業）、潮平小学校、知念小学校、西崎中学校、 

潮平中学校、糸満中学校、玉城中学校（２事業）、知念中学校 

・ 繰越となった 10 校については、令和６年度中に整備を完了し、事業を実施した学

校の教育環境が改善された。 

 

  Ｃ－５ 

・ 基礎工事中に想定以上の湧き水が発生したこと等により不測の日数を要したことか

ら、２校（豊崎中学校、城前小学校）が令和６年度に繰越となっていた。 

・  繰越となった２校については、令和６年度中に整備を完了し、事業を実施した学校

の教育環境が改善された。 

 

  Ｃ－６  

・ 関係機関との調整に不測の日数を要したこと等により、２校（粟国小学校、粟国中

学校）が令和６年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった２校については、令和６年度中に整備を完了し、へき地教員住宅等の

環境が改善された。 

 

 Ｃ－８ 

・ 関連業務（磁気探査等）に不測の日数を要したこと等から、４校（古蔵小学校、松

川小学校、山田小学校、北谷中学校）が令和６年度に繰越となっていた。 

・  繰越となった４校については、令和６年度中に整備を完了し、教育環境が改善され

た。 

 

 Ｃ－10 

・ 関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、４校（宜野湾高校、陽明

高校、八重山農林高校、中部農林高校）が令和６年度に繰越となった。 

・ 繰越となった４校については、令和６年度中に整備を完了し、事業実施高等学校に

おいて、安全な教育環境が保たれた。 
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【満足度調査の廃止について】 

1. 経緯 

平成 27 年度以降、学校施設整備の効果を測る新たなアウトカム指標の設定を見据

え、アンケート調査を試行的に実施してきた。本調査は施設整備が児童生徒の学習意

欲等、数値では測りがたい「質的」な側面に与える影響を把握することを目的として

いた。 

 

2. アンケート調査の活用状況 

 毎年度実施した調査結果を分析したところ、主に以下の２点が明らかになった。 

 

(1) 活用状況と成果 

 改築・改修を行った学校からは、整備後の施設について「とても満足」「満足」と

いった肯定的な回答が一貫して多数だった。また、生徒の学習意欲等の変化について

も「とても変化があった」「一部に変化があった」といった回答が約９割となった。

これらから、沖縄振興公共投資交付金を活用した学校施設整備が、児童生徒や教職員

の満足度向上に大きく貢献し、学習意欲の変化にもつながるという「質的な効果」を

継続的に確認することができた。 

 

(2) 課題と結論 

 一方で、本調査は試行開始当初の目的であった「定量的なアウトカム指標」の設定

には、いくつか課題があることが明確となった。アンケートの回答は、回答者の個々

の学校が置かれた状況に依存すること等が理由となり、全件一律的かつ客観的な指標

として標準化することが難しいことが分かった。 

また、毎年度の調査依頼・集計にかかる作業が、学校現場及び教育委員会の事務負

担となっているといった意見もあった。 

このことから、試行調査の結果、アンケート調査という手法が新たなアウトカム指

標を具体的に設定する上で、必ずしも最適な手段ではないという結論に至った。 

 

3. アンケート調査を廃止する理由 

上記結論を踏まえ、試行調査としての役割は十分に果たしたと判断し、令和６年度

をもって本アンケート調査を廃止することとする。主な理由は以下の通りである。 

 

(1) 試行調査の目的達成と限界の明確化 

 本調査の試行により、アンケート調査は事業の満足度といった「質的効果」の把握

に有効である一方、「定量的アウトカム指標」の設定には適さないことが分かり、試

行調査の目的は達成されたと考えられる。 

 

(2) 学校現場の事務負担軽減 

 調査を廃止することで、学校現場及び教育委員会の事務負担を軽減し、そのリソー

スを他の教育活動に充てることができる。 
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(3) 今後の事業効果検証について 

 アンケート調査は廃止するが、文部科学省の公立学校施設整備費に係る行施事業

レビューのアウトカム（耐震化率・老朽化対策の実施面積・空調整備率）などを参

考にして、令和７年度事業の事後評価作成時には新たなアウトカム指標を設定でき

るよう引き続き検討を行う。 
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Ｅ１ 農山漁村地域整備に関する事業（農林水産部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

Ｒ６成果目標Ｅ１-１、Ｅ１-７、Ｒ５成果目標Ｅ１-８ 

３－(７)－カ：成長産業化の土台となる農林水産業の基盤整備 

Ｒ６成果目標Ｅ１-２ 

３－(10)－ア：離島ごとの環境・特性を生かした農林水産業の振興 

Ｒ６成果目標Ｅ１-３ 

２－(８)－イ：安全・安心な生活を支えるインフラの整備 

Ｒ６成果目標Ｅ１-４ 

３－(７)－キ：魅力と活力ある農山漁村地域の振興と脱炭素社会への貢献 

Ｒ６成果目標Ｅ１-５ 

１－(３)－ア：海洋島しょ圏としての SDGs への貢献 

 

【事業目的・概要】 

（令和６年度） 

Ｒ６成果目標Ｅ１-１ 

・ 区画整理、農業用用排水施設の新設・更新等を行うことにより、農業生産性を向上

させ、農業所得の向上と農業経営の安定を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｅ１-２ 

・ 老朽化ため池等の改修や排水施設、防風施設を整備することで、農用地の保全を図

る。 

・ 地域の実情に応じた迅速かつきめ細やかな農地・農業水利施設等の整備を実施し、

生産効率の向上を図るとともに、農業競争力の強化を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｅ１-３ 

・ 都市部に比べて遅れている農村部の汚水処理施設の整備や発生汚泥を農地に還元す

る施設の整備を推進し、生産性の高い農業の実現、活力ある農村社会の形成及び循環

型社会の構築を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｅ１-４ 

・ 農業生産基盤と生活環境の総合的な整備を実施し、農業生産性の向上を図りつつ、

快適な生活環境と定住条件が確保された個性的で魅力ある村づくりを推進する。 

 

Ｒ６成果目標Ｅ１-５ 

・ 農用地及びその周辺の土地の土壌流出を防止し、承水路（背後地からの水を遮断

分野別の評価結果の補足説明 
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し、区域内に流出させずに排水するための水路）や沈砂地等の整備、法面保護、勾配

抑制等を実施する。 

 

Ｒ６成果目標Ｅ１-７ 

・ 沖縄県県営林道施設長寿命化計画及び団体営林道長寿命化計画（個別施設計画）に

基づいた定期的な点検診断を実施する。 

 

（令和５年度） 

Ｒ５成果目標Ｅ１-８ 

・ 恩納漁港において、漁船数の増加や大型化に伴う係留施設の不足や、潮位差による

労働環境を改善するため、漁港施設の新設、改良を行う。 

 

【整備箇所】 

（令和６年度） 

・ 農業生産基盤整備の強化（Ｒ６成果目標Ｅ１-１） 

雄樋川 1 期地区（南城市）、読谷中部地区（読谷村）、北振地区（北大東村）地区等 

 

・ 農業生産基盤整備の強化（Ｒ６成果目標Ｅ１-２） 

みやらがわ第２地区（石垣市）、旧幕下第５地区（南大東村） 

みやらがわ第５（1 期）（石垣市）地区等 

 

・ 生活環境基盤の強化（Ｒ６成果目標Ｅ１-３） 

恩納第１地区（恩納村）、知念西部第２地区（南城市）等 

 

・ 生活環境基盤の強化（Ｒ６成果目標Ｅ１-４） 

今帰仁東部（今帰仁村）、多良間第２地区（多良間村）、真壁西（糸満市）、 

真壁東（糸満市）等 

 

・ 赤土等流出防止対策（Ｒ６成果目標Ｅ１-５） 

八重瀬町第２地区（八重瀬町）、真栄平地区（糸満市）、大保地区（大宜味村）等 

 

・ 団体営林道橋梁施設の定期点検診断（Ｒ６成果目標Ｅ１-７） 

団体営林道の橋梁施設４基（国頭村、渡嘉敷村） 

 

（令和５年度） 

・ 漁港施設の新設、改良（Ｒ５成果目標Ｅ１-８） 

外郭施設（防波堤等）、水域施設（泊地、航路）、係留施設（岸壁、浮桟橋等）、 

臨港道路の新設および改良 
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【事前評価】 

・ 沖縄県では、農山漁村地域整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便宜と

費用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便

益分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施し

ている。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 費用便益分析（B/C） 

E1-1 南風田地区 1.05 

E1-2 大工又地区 1.20 

E1-3 津堅第１地区 1.16 

E1-4 真壁西地区 4.21 

E1-5 大保地区 3.46 

E1-8 恩納地区 1.51 

 

【成果の検証】 

・ 令和５年度からの繰越１事業（Ｅ１－８）について、成果目標が達成となったこと

から、恩納地区において水産物の生産機能の強化を図るための漁港を整備することが

できた。 

・ 令和６年度を達成年度としている１事業（Ｅ１－７）について、成果目標が達成と

なったことから、国頭村、渡嘉敷村にて、団体営林道橋梁施設の安全性の確保並びに

維持管理費用の縮減及び平準化を推進することができた。 

・ 令和６年度を中間評価年度とする５事業のうち、達成１件（Ｅ１－３）、概ね達成

１件（Ｅ１－２）、一部達成３件（Ｅ１－１、Ｅ１－４、Ｅ１－５）となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和６年度） 

  Ｅ１-１ 

・ 令和６年度中間目標 400ha に対して、198ha（達成率 50%）と進捗がやや遅れている

ため、目標の達成に向け、引き続き取り組みを推進する必要がある。 

・ 工事段階において、受益者調整により新たな課題が表面化することがあり、事業執

行に影響が出ることがあった。 

・ 事業実施済み地区については、区画整理、畑地かんがい施設の整備等を行うことに

より、営農の機械化による労働時間の縮減や営農経費の節減、作物の反収増、高収益

作物への転換の促進などが図られ、農業生産性の向上に寄与することができた。 

 

（令和４年度補正の効果） 

・ 瀬名波地区、種子川地区においては整備計画の前倒しにより、工事による作付け調

整などの営農への影響が緩和され、営農環境の改善や生産性の向上など事業効果の早

-23-



期発現が図られた。 

 

  Ｅ１-２ 

・ 令和６年度中間目標 400ha に対して、303ha（達成率 76％）と概ね達成する結果と

なったが、目標の達成に向け、引き続き取り組みを推進する必要がある。 

・ 事業実施済み地区については、区画整理、畑地かんがい施設の整備等を行うことに

より、営農の機械化による労働時間の縮減や営農経費の節減、作物の反収増、高収益

作物への転換の促進などが図られ、農業生産性の向上に寄与することができた。 

 

（令和５年度、令和６年度補正の効果） 

・ 北大東地区、池之沢地区、幸地第２地区においては整備計画の前倒しにより、工事

による作付け調整などの営農への影響が緩和され、営農環境の改善や生産性の向上な

ど事業効果の早期発現が図られた。 

 

  Ｅ１-３ 

・ 令和６年度中間目標 3,200 人を達成することができた。 

・ 事業実施済み地区については、し尿や生活雑排水等を処理するための汚水処理施設

を整備したことで、農業用用排水の水質保全及び農村生活環境の改善が図られ、地域

の活性化と定住促進に寄与した。 

・ 汚水を処理した際に発生する汚泥を堆肥化し、農地等へ使用することによる資源循

環が図られた。 

 

（令和５年度、令和６年度補正の効果） 

・ 恩納第２地区、伊江（Ⅰ期）地区、米須地区、久辺地区においては、整備計画の前

倒しにより、事業全体の効果発現が早まり水質保全及び農村生活環境の早期改善が図

られた。 

 

Ｅ１-４ 

・ 令和６年度中間目標６集落に対して、４集落（達成率 67％）と進捗がやや遅れてい

るため、目標達成に向け、引き続き取り組みを推進する。 

・ 事業実施済み地区については、農道・集落道などの道路整備と生活環境整備を実施

したことで、農作物への粉塵被害の軽減、農作物の品質の向上及び高収益作物の導入

が図られ、農業生産性の向上に寄与し、農村生活環境の改善・向上が図られた。 

 

Ｅ１-５ 

・ 令和６年度中間目標 240ha に対して、160ha（達成率 67％）と進捗がやや遅れてい

るため、目標達成に向け、引き続き取り組みを推進する。 

・ 事業実施済み地区については、勾配修正及び排水路の整備など土壌流出防止対策及

び発生源対策を実施したことで、農用地及びその周辺からの土壌流出防止、周辺公共

水域の保全が図られ、赤土流出による農業と環境への被害軽減に寄与した。 
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Ｅ１-７ 

・ 当初の計画どおり、事業箇所の点検診断を実施し、成果目標を達成した。 

・ 橋梁の定期点検を行うことで、林道を安心安全に通行することが可能となった。 

・ 次回の定期点検に向けてより一層維持管理に努める。 

 

（令和５年度） 

Ｅ１-８ 

・ 令和５年度を目標達成年度としていたが、防波堤については、令和５年度中に完了

することができず繰越となっていた。 

・ 事業実施期間を１年延長することで、防波堤の整備も完了し、令和６年度中に目標

値を達成することができた。 

・ 防波堤等の整備により、港内静穏度が改善され、漁船の安全係留が可能となった。 

・ 岸壁等の整備により、不足していた係留延長の確保および大型漁船の利用が可能と

なった。 
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Ｅ５ 沖縄林業構造確立施設の整備に関する事業（農林水産部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

３－(７)－ア：おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ２成果目標Ｅ-８ 

・ 林業経営の安定化、林産物の供給体制構築を図るため、特用林産物振興施設の整備

を行う。 

 

【整備箇所】 

・ 農業生産基盤整備の強化（Ｒ２成果目標Ｅ-８） 

特用林産物生産施設整備、特用林産物加工流通施設整備、廃菌床等活用施設整備（東

村 スモール農園） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、沖縄林業構造確立施設の整備に関して、施策や事業の実施による社会

的な便宜と費用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法とし

て、費用便益分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評

価を実施している。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 費用便益分析（B/C） 

E-8 東村有銘 1.07 

 

【成果の検証】 

・ 今回は中間評価であるものの、既に成果目標（Ｅ－８）を達成していることから、

各事業順調に進捗している。 

 

（令和２年度） 

Ｅ-８ 

・ しいたけの生産量を定量的指標とし、令和６年度中間目標値を生産量 28,915kg に

対して、実績が 39,146kg（達成率 135％）となったため、目標を達成することができ

た。 

・ 事業実施により県内でしいたけを生産することで、県民へ安定的にしいたけを供給

することが可能となった。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｆ 工業用水道（企業局） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

３－(８)－ア：多様なものづくり産業の振興 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｆ－１ 

・ 工業用水の安定的な供給を確保するため、老朽化した工業用水道施設の計画的な更

新及び耐震化を推進することにより、事故や地震等による災害発生時における被害の

軽減を図る。 

 

【整備箇所】 

・ 東系列導水路トンネルの計画的な更新及び改修を実施 

整備済み：配水管（うるま市川田地内配水管、うるま市石川赤崎地内配水管） 

整備中：東系列導水路トンネル 

整備予定：久志浄水場、久志～石川送水管、喜仲調整池、配水管 

 

【成果の検証】 

・ 今回の事後評価において、成果目標（Ｆ－１）は達成となった。 

・ 老朽化した工業用水道施設の計画的な更新・長寿命化及び耐震化を推進することに

より、ものづくりを支える基盤として、工業用水を安定的に供給し、県内産業の振興

及び持続的発展に寄与した。 

 

  Ｆ－１  

・ 東系列導水路トンネルの整備率は、令和６年度目標値 22.4％に対して、実積値が

31.0％となり、目標を達成した。 

・ 実績値が目標値を上回った要因としては、令和５年度に実施した東系列導水路トン

ネル工事の工期短縮検討業務において、補修工法の見直しを行うことで施工の効率化

が図られたことによるものである。 

・ 目標は達成したものの、未整備区間については、施設の老朽化が懸念されることか

ら、引き続き計画的な施設の整備に取り組む必要がある。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 道路（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(７)－イ：快適な生活環境の形成 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－26 

・ 地域住民の生活に密着した市町村道の整備を推進し、安全で円滑な交通の確保、生

活環境の向上を図る。 

 

【整備箇所】 

・ 地域住民の生活に密着した市町村道の新設又は改築を行い、安全で円滑な交通の確

保、生活環境の向上を図る（計 86 路線） 

 

【成果の検証】 

・ 今回の中間評価において成果目標（Ｇ－26）が達成となったことから、地域住民に

とって、安全で円滑な交通の確保と生活環境の向上を図ることができた。 

 

Ｇ－26 

・ 令和４年度から令和８年度までの５ヶ年度で 14.6km の整備を計画しており、中間

目標として 8.7km を設定している。 

・ 中間目標に対する評価時点では、実績 10.1km（達成率 116％）と順調に進捗してい

るため、令和８年度までに達成が見込める。 

 

（令和４年度～令和６年度補正の効果） 

・ 令和４年度は４市町４路線、令和５年度は８市町村９路線、令和６年度は３市村３

路線、全体で 12 市町村 15 路線に補正予算が措置されたことにより、市町村道の新設

又は改築が約 1.2 ㎞進捗し、安全で円滑な交通の確保、生活環境の向上に繋がった。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 港湾（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(８)－エ：離島を結び支える安全・安定的でシームレスな交通体系の構築 

３－(12)－ウ：経済成長を加速させる拠点港湾機能やネットワーク機能の強化拡充 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－９ 

・ 本島内の港湾において、安全・安心の確保と魅力ある生活環境の創出を図るため、

港湾機能の強化・拡充を行う。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－10 

・ 離島港湾において、安全・安心の確保と魅力ある生活環境の創出を図るため、港湾

機能の強化・拡充を行う。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－43 

・ 港湾を訪れる地元市民と観光客との交流拠点として人々に親しまれる緑地を整備す

ることにより、物流・交流及び観光拠点としての港湾機能の強化を図るとともに、に

ぎわいのある港づくりを図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－44 

・ 宮古島市みなとまちづくり基本構想で、海洋性リゾートゾーン（海洋レジャーの促

進拠点、賑わい空間の整備）と位置付けられたトゥリバー地区において、既存施設を

活用し観光客と市民が共に利用できる賑わい空間を兼ね備えた、新たな緑地の整備を

行う。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－57 

・ 那覇港における持続可能な発展と県民生活を支える安心・安全な港湾施設の形成の

ため、港湾機能の強化を行う。 

 

Ｒ５成果目標Ｇ－42 

・ 漲水地区の交流機能強化に伴い、小型船だまり及び周辺の機能を移転するため、下

崎地区に小型船だまり及び港湾関連用地を整備する。 

 

【整備箇所】 

（令和６年度） 

・ 港湾施設整備(Ｒ６成果目標Ｇ－９) 
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金武湾港、中城湾港、本部港、古宇利港における７施設 

 

・ 港湾施設整備(Ｒ６成果目標Ｇ－10) 

粟国港、北大東港、南大東港、慶留間港、白浜港、祖納港における６施設 

 

・ 港湾整備(Ｒ６成果目標Ｇ－43) 

平良港漲水地区：盛土工・園路工・舗装工・植栽工・東屋・トイレ 

 

・ 港湾整備(Ｒ６成果目標Ｇ－44) 

平良港トゥリバー地区：緑地広場、駐車場、トイレ・シャワー施設 

 

・ 臨時交通施設整備(Ｒ６成果目標Ｇ－57) 

那覇港：港湾道路１号線、臨港道路２号線 

 

（令和５年度） 

・ 港湾整備(Ｒ５成果目標Ｇ－42) 

平良港下崎地区：泊地、防波堤、物揚場 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、港湾整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便宜と費用を計

測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分析

（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 
費用便益分析

（B/C） 

G-9 中城湾港（泡瀬地区）港湾改修事業 2.40 

G-10 
粟国港港湾改修事業 1.20 

祖納港港湾改修事業 1.01 

 

【成果の検証】 

・ 令和６年度を中間評価年度とする５事業のうち、達成１件（Ｇ－10）、概ね達成２

件（Ｇ－44、Ｇ－57）、一部達成１件（Ｇ－42）未達成１件（Ｇ－９）となった。 

・ 令和６年度を達成予定年度とする１事業（Ｇ－43）について、令和７年度に繰り越

しとなった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 
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（令和６年度） 

Ｇ－９ 

・ 事業費の確保等の理由により整備完了が遅れているが、金武湾港（平安座南地区）

における航路や中城湾港（泡瀬地区）における物揚場や緑地護岸等、中城湾港（馬天

地区）における港湾施設用地等の整備については、継続して進めている。 

 

（令和５年度、令和６年度補正の効果） 

・ 令和５、６年度補正予算により、中城湾港（泡瀬地区）の施設整備を推進し、本島

内港湾における魅力ある生活環境の創出につなげることができた。 

 

Ｇ－10 

・ 整備予定の６施設のうち、令和６年度までに２施設を整備完了する計画だった。 

・ 北大東港と南大東港の岸壁において、施設整備を完了したことから、順調に進捗し

ているといえる。 

・ 計画通り施設整備を完了したことから、地域や離島の安定した生活を確保すること

に繋がった。 

 

（令和６年度補正の効果） 

・ 令和６年度補正予算により、粟国港、白浜港及び祖納港の施設整備を推進し、離島

港湾における安定した生活基盤の確保に繋げることができた。 

 

Ｇ－43 

・ 令和６年度において、トイレ設置及び緑地整備、駐車場等の変更設計や事業行為申

請等に不測の時間を要したため、令和７年度へ繰り越しとなった。 

 

Ｇ－44 

・ 人工ビーチの遊泳エリア付近にシャワー施設を新設し、海浜 II 側に駐車場を整備

した。 

・ トゥリバー地区の人工ビーチ利用者は、遊泳エリアから約 400ｍ離れた場所のシャ

ワー施設を使用していたが、新たなシャワー施設を設置したことにより、利便性の向

上につながった。 

・ 駐車場を整備することで、イベント実施時に不足していた駐車スペースも確保され

た。 

・ 引き続き観光客及び市民が憩いの交流することのできる緑地空間の整備を進めてい

く。 

 

Ｇ－57 

・ 渋滞対策について、泊大橋から曙交差点向けのみなし右折を１箇所設置し、明治橋

交差点から那覇空港向けの右折２車線滞留長の延長を行った。 

・ 中間目標は概ね達成となっており、令和７年度は道路照明 LED 化および屋根付き歩

道整備を着手し、着実に進捗を進める。 
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（令和５年度） 

Ｇ－42 

・ 令和５年度において平良港港湾計画改定に伴う下崎地区の計画について、内容の再

検討を実施しており、改定時期が令和７年度になる見込みである。 

・ 実際に整備に着手できるのが計画改定後であるため、令和５年度事業では船だまり

整備で使用するブロック製作を実施した。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 治水（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－ア：危機管理体制の強化 

２－(４)－イ：大規模災害等に備えた強くしなやかな県土づくりの推進 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－54 

・ 八重瀬町における洪水ハザードマップを作成・公表することで、洪水時の円滑かつ

迅速な避難を確保し、水害による被害の軽減を図る。 

 

Ｒ５成果目標Ｇ－14 

・ 洪水浸水想定区域図等を作成・公表することで、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確

保し、水害による被害の軽減を図る。 

 

Ｒ３成果目標Ｇ－17 

・ 集中豪雨の多発による洪水や都市化の進展に伴う被害リスクの増大に対し、迅速な

情報提供や総合的な浸水対策を実施することにより、県民が安全・安心に暮らせる生

活の確保を図る。 

 

【整備箇所】 

（令和６年度） 

・ 洪水ハザードマップの作成（Ｒ６成果目標Ｇ－54） 

八重瀬町 

 

（令和５年度） 

・ 洪水浸水想定区域図の作成（Ｒ５成果目標Ｇ－14） 

白比川、我部祖河川、満名川、田原川、報得川、謝名堂川 

 

（令和３年度） 

・ 河川改修（Ｒ３成果目標Ｇ－17） 

広域河川改修事業（安謝川ほか４河川）、流域治水対策河川事業（安里川） 

総合流域防災事業（北部圏域 ４河川）、総合流域防災事業（中南部圏域 ７河川） 

総合流域防災事業（八重山圏域 １河川） 

総合流域防災事業（県全域 情報基盤１件） 
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【事前評価】 

・ 沖縄県では、河川整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便宜と費用を計

測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分析

（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 
費用便益分析

（B/C） 

G-17 

安里川河川改修事業 11.2 

安謝川河川改修事業 5.9 

天願川河川改修事業 3.5 

我部祖河川河川改修事業 8.5 

満名川河川改修事業 5.5 

 

【成果の検証】 

・ 令和６年度を達成予定年度としている３事業のうち、達成２件（Ｇ-14、Ｇ-54）、

繰越１件（Ｇ-17）となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和６年度） 

Ｇ－54 

・ 八重瀬町において、水防法に基づく洪水ハザードマップの作成を行い、成果目標を

達成することができた。 

・ 洪水ハザードマップを作成・公表することで、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保

し、水害により被害の軽減に寄与することができた。 

 

（令和５年度） 

Ｇ－14 

・ 令和５年度から令和６年度に繰り越したが、令和６年度中に６河川の洪水浸水想定

区域図を作成することができたため、成果目標を達成することができた。 

・ 洪水浸水想定区域図等を作成・公表することで、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確

保し、水害による被害の軽減に寄与することができた。 

 

（令和３年度） 

Ｇ－17 

・ 台風及び集中豪雨により発生する河川の氾濫から、県民の生命・財産を守り、県民

生活の安全を図るための河川改修等の事業であるが、13 河川において次年度繰り越し

となっている。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 下水道（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(７)－ア：計画的な生活基盤の整備 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－17、Ｇ－18 

・ 下水を速やかに排除・処理することにより、生活環境の改善、浸水の防除、海や河

川等の公共用水域の水質汚濁を防止するなど、豊かな自然環境の保全・再生に大きく

寄与する。 

 

【整備箇所】 

・ 下水道整備（Ｒ６成果目標Ｇ－17、Ｇ－18） 

他の汚水事業と連携し、地域性を考慮した効果的な下水道整備を推進するととも

に、持続可能な下水道経営を目指す。（流域下水道：４浄化センター、公共下水道：

23 市町村） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、下水道整備（改修）に関して、施策や事業の実施による社会的な便宜

と費用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用

便益分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施

している。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 
費用便益分析

（B/C） 

G-17 

G-18 

中部流域下水道事業 

（那覇処理区） 
2.53 

中部流域下水道事業 

（伊佐浜処理区） 
2.15 

中城湾流域下水道事業 

（具志川処理区） 
1.29 

中城湾南部流域下水道事業 

（西原処理区） 
1.29 

 

【成果の検証】 

・ 令和６年度を達成予定年度としている２事業のうち、達成１件（Ｇ-18）、概ね達成

１件（Ｇ-17）となった。 
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・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和６年度） 

Ｇ－17 

・ 下水道処理人口普及率は、目標値の 79％に対し実績が 72.2％となり、成果目標は

概ね達成となった。 

・ 下水道の整備推進により、下水道を利用できる区域が増加したことから、生活環境

の改善に大きく寄与しており、また河川や海域等の公共用水域の水質保全にも繋がっ

た。 

 

（令和５年度、令和６年度補正の効果） 

・ 補正予算を活用し、令和５年度は３市町、令和６年度は５市町が管路新設等を行う

ことで各市町村の下水道整備が加速し、公衆衛生及び生活環境の向上により公共用水

域の水質保全に繋がり、県民の安全、安心の確保に寄与した。 

 

Ｇ－18 

・ 下水処理場で処理した汚水量が、目標値の 97,450,000 ㎥に対し実績が 97,387,000

㎥となり、成果目標は達成となった。 

・ 下水道の整備推進により、下水処理場で処理できる汚水が増加したことから、生活

環境の改善に大きく寄与しており、また河川や海域等の公共用水域の水質保全にも繋

がった。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 都市公園（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

１－(１)－ウ：人と環境に優しいまちづくりの推進 

２－(７)－イ：快適な生活環境の形成 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－21 

・ 長寿・健康福祉社会といった社会情勢の変化に対応した公園施設のバリアフリー化

や老朽化施設の再整備等、利用者がより安全で安心して利用でき、観光にも資する県

営公園整備を目指す。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－23 

・ 那覇市の都市公園整備事業の推進を図ることにより、良好な地域環境の形成及び自

然環境の保全、災害時における緊急避難地の確保等、快適で安全で安心した都市環境

を提供するとともに、公園利用者の利用利便性の向上を目指す。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－25 

・ 緑地環境事業として那覇市の都市公園の整備を行い、一人あたり都市公園面積を増

加させる。また、都市公園整備にあわせて都市緑化施設を拡充し、都市緑化の推進を

図る。新たに整備される公園においては、公園愛護会の設立を促し、市民参加型のみ

どりを育むまちづくりの推進を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－28 

・ 環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能、景観形成機能といった、みどり

のもつ機能にあった宜野湾市の公園整備や公園施設の改築・更新を行い、より一層市

民が身近に緑と親しめる環境を創出し、快適で魅力都市づくりを推進する。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－29 

・ 宜野湾市公園施設長寿命化計画および、有資格者による年一回の遊具定期点検結果

における健全度に基づき、適切に公園施設の維持管理を行い、更新が必要と判断され

る施設については計画的に改築を実施し、公園利用者の安心・安全の確保に努める。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－31 

・ 石垣島を代表する観光拠点として、既存公園の整備及びバリアフリー化改築等を行

い、都市公園利用者である市民や観光客の利便性及び安全性の向上を図り、名勝「川

平湾」との調和のとれた公園整備を目指す。 
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Ｒ６成果目標Ｇ－33 

・ 浦添市の憩いの拠点となる都市公園整備の推進と、緑の骨格となる都市緑地の保

全・活用を図るとともに、土地区画整理事業区域内の都市公園整備を推進する。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－41 

・ うるま市の都市公園の整備推進を図ることにより、市民の交流及び健康増進、自然

環境の保全、災害時における一時避難所の確保等、快適で安全・安心な都市環境を整

備し、公園利用者の利便性及び防災機能の向上をめざす。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－42 

・ うるま市公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の適切な改築・更新を行い、安

全・安心な公園施設の管理に努める。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－45 

・ 宮古島市都市公園施設長寿命化策定計画に基づき、都市公園の適正な管理による公

園利用者の安全・安心の確保を図るため、公園施設の改築・更新を行う。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－47 

・ 北谷町公園施設長寿命化計画に基づき、改築・更新等が必要だと判断した公園施設

や、緊急を要する公園施設の改築・更新等を行うことで、都市公園利用者が安全で安

心して利用できるだけでなく、都市公園利用者の利便性向上を図る。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－50 

・ 与那原町の一人当たり公園面積を増やすとともに、与原公園区域の拡大整備のみな

らず既存公園区域の改修も踏まえ、公園施設の機能の維持向上に努め、地域住民の地

域活性化拠点としての機能強化を目指す。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－55 

・ 八重瀬町における農村公園を含めた住民一人当たりの公園面積を 20 ㎡/人を目標と

し、現在整備中の都市公園の整備を進める。また、将来に市街地等を想定した公園誘

致圏の検討及び町民のニーズ等を踏まえ、計画的な都市公園の整備（設置）を進め

る。 

 

Ｒ６成果目標Ｇ－56 

・ 八重瀬町の都市公園施設の老朽化や危険度に関する調査を行い、改築・更新を目指

した長寿命化計画を策定する。そして、当計画に基づき、都市公園安全・安心対策事

業により、公園施設の適切な改築・更新を行い、安全で安心して利用できる都市公園

整備を推進する。 
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【整備箇所】 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－21） 

名護中央公園、奥武山公園、海軍壕公園、バンナ公園、他５公園 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－23） 

久場川公園、緑ケ丘公園、虎瀬公園、森口公園、天久緑地、那覇ふ頭前緑地、 

  安里緑地 

 

・ 緑地環境整備（Ｒ６成果目標Ｇ－25） 

城岳公園、希望ヶ丘公園、牧志南公園、十貫瀬公園、石嶺調整池 

  雨水浸透桝の設置、老朽化した街路樹の更新 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－28） 

野嵩第一公園、比屋良川公園 

 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－29） 

  ふてんま公園、佐真下公園、ましき公園、うえはら児童公園、あすなろ児童公園 

  あだん児童公園、まつぼっくり公園、ちゅんなー公園、他 11 公園 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－31） 

  川平風致公園 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－33） 

  クニンドーの森公園、牧港緑地、経塚公園、前田公園 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－41） 

  ヌーリ川公園 

 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－42） 

  平安座西公園、あけぼの公園、喜仲公園、あだん公園、赤崎公園、前原公園 

  スポーツ広場、長佐久公園、のびのび公園、がじゅまる公園 

 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－45） 

  東平安名崎公園、盛加越公園、カママ嶺公園、下地公園、大嶽城址公園 

城辺総合公園、荷川取公園 

 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－47） 

  安良波公園、桃原公園、北谷公園、上勢桑江公園、桃原東公園、北前第三公園 

謝苅公園、あしびなぁ公園 
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・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－50） 

  与原公園 

 

・ 都市公園整備（Ｒ６成果目標Ｇ－55） 

  長田門原公園 

 

・ 都市公園施設更新（Ｒ６成果目標Ｇ－56） 

  東風平運動公園、八重瀬公園、西部プラザ公園、長田門原公園、宮森公園 

  屋宜原中央公園 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、都市公園整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便宜と費用

を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分

析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

番号 整備箇所 
費用便益分析

（B/C） 

G-28 
野嵩第一公園 1.50 

比屋良川公 1.20 

G-31 川平風致公園 2.64 

G-41 ヌーリ川公園 1.90 

G-55 長田門原公園 6.38 

 

【成果の検証】 

・ 令和６年度を中間評価年度としている 10 事業のうち、達成４件（Ｇ-41、Ｇ-42、

Ｇ-47、Ｇ-55）、概ね達成１件（Ｇ-31）、一部達成１件（Ｇ-56）未達成２件（Ｇ-

29、Ｇ-45）、繰越２件(Ｇ-28、Ｇ-50)となった。 

・ 令和６年度を達成予定年度としている４事業のうち、達成１件（Ｇ-23）概ね達成

１件（Ｇ-33）、一部達成１件（Ｇ-25）、繰越１件（Ｇ-21）となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

Ｇ－21 

・ 令和６年度に整備予定だった公園は、奥武山公園と海軍壕公園。 

・ 奥武山公園については管理施設の整備を終えることができたが、海軍壕公園におい

ては一部令和７年度へ繰り越しとなった。 
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Ｇ－23 

・ 那覇市における一人当たりの公園面積が目標値を超える、6.09 ㎡/人となり、目標

を達成することができた。 

・ 市民一人当たりの公園面積が増加することで、快適で安全で安心した都市環境を提

供するとともに、公園利用者の利用利便性が向上した。 

 

Ｇ－25 

・ 都市公園整備事業を推進することにより、那覇市における一人当たりの公園面積が

目標値を超える、6.09 ㎡/人となり、目標を達成することができた。 

・ 市民一人当たりの公園面積が増加することで、快適で安全で安心した都市環境を提

供するとともに、公園利用者の利用利便性が向上した。 

・ 羽佐間公園及び城岳公園にて雨水浸透桝を設置した。 

・ 雨水浸透桝及び街路樹の更新については、整備条件に合致する対象公園の整備工事

が少なかったことから、目標が未達成となった。 

 

Ｇ－28 

・ 令和６年度に用地・補償を予定していた比屋良公園については、一部令和７年度へ

繰り越しとなった。 

・ 繰越となった比屋良公園については、令和７年度中に事業完了予定であり、より一

層市民が身近に緑と親しめる環境を創出し、快適で魅力ある都市づくりが見込まれ

る。 

 

Ｇ－29 

・ 予算措置の状況等から中間目標である９公園に対し、３公園の改築工事となり、未

達成となった。 

・ 工事が完了した公園・施設については、公園利用者の安全性の確保と利用者の満足

度の向上が図られた。 

 

Ｇ－31 

・ 中間目標である供用開始面積 2.4ha に対し、2.29ha となり、目標は概ね達成となっ

たことから、順調に事業が進捗しているといえる。 

・ 便益施設、便益施設周辺及び園路等の整備により、公園利用者にとって安全性や利

便性の向上を図ることができた。 

 

Ｇ－33 

・ 浦添市における一人当たりの公園面積が、目標 5.70 ㎡/人に対し、実績 5.58 ㎡/人

となり、目標を概ね達成することができた。 

・ 公園整備を推進することで、利用者にとって憩いの場及び快適な環境を提供するこ

とができた。 
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Ｇ－41 

・ うるま市における一人当たりの公園面積が、目標 8.75 ㎡/人に対し、実績 8.78 ㎡/

人となり、目標を達成することができた。 

・ 市内の公園整備を推進したことにより、供用面積は確実に増加している。また、市

民にとって、憩いの場、休養・休息の場、レクリエーションの場、コミュニティ活動

の場など、各世代が様々な活動が行える環境を提供することができた。 

 

（令和６年度補正の効果） 

・ 令和６年度補正を活用して用地取得を行い、事業効果の早期発現を図った。 

 

Ｇ－42 

・ 中間目標 23 施設に対し、25 施設の改築・更新を行うことができ、目標を達成する

ことができた。 

・ 公園施設の改築・更新により、安全で利用しやすい公園環境になり、子どもの健全

な育成の場及び利用者の憩いの場として再生整備が図れた。 

 

Ｇ－45 

・ 工事対象７公園のうち、５公園は一部着手、２公園は未着手となっており、更新が

完了した公園がないため、未達成となった。 

・ 未着手の理由としては、予算状況及び更新施設の優先順位によるものである。 

（利用頻度や危険度に応じて更新する施設に優先順位を付けている。） 

 

Ｇ－47 

・ 中間目標 24 施設に対し、24 施設の改築・更新を行うことができ、目標を達成する

ことができた。 

・ 目標を達成することで、利用者への安心・安全な施設の利用を提供することができ

た。 

 

Ｇ－50 

・ 令和６年度に整備を予定していた与原公園については、一部令和７年度へ繰り越し

となった。 

・ 繰越となった与原公園については、令和７年度中に事業完了予定であり、整備に伴

い、地域住民の地域活性化拠点としての機能強化が見込まれる。 

 

（令和５年度、令和６年度補正の効果） 

・ 令和５年度、令和６年度補正を活用して用地取得や附帯工事を行い、事業効果の早

期発現を図った。 

 

Ｇ－55 

・ 八重瀬における一人当たりの公園面積が、目標 14.42 ㎡/人に対し、実績 14.41 ㎡/

人となり、目標を達成することができた。 
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・ 長田門原公園内の多目的広場の整備や遊具が設置されることで、レクリエーション

の機会を増やし、地域住民の交流や健康増進に寄与した。また、子ども達にとっても

楽しく安全に遊べる場所を確保することができた。 

 

Ｇ－56 

・ 公園施設長寿命化計画の策定を行うとしており、目標の６公園の公園施設長寿命化

計画を策定することができた。 

・ 改築・更新については、６公園の整備を中間目標としていたが、実績は２公園とな

った。 

・ 整備を行った公園については、公園利用者が安全・安心に施設の利用ができるよう

になったため、引き続き計画に沿って施設の改築・更新を行っていく。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 住宅（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(７)－イ：快適な生活環境の形成 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ５成果目標Ｇ－21 

・ 多様な住宅困窮世帯に対応する重層的な住宅セーフティネットの構築及びバリアフ

リー化、省エネ化及び耐震化等高い住宅性能を備えた住宅ストックの形成。 

 

【整備箇所】 

・ 公営住宅等整備事業（Ｒ５成果目標Ｇ－21） 

（沖縄県）公営住宅等整備事業（那覇市、宮古島市） 

（市町村）公営住宅等整備事業（13 市町村） 

（沖縄県）公営住宅等ストック総合改善事業（９市町） 

（市町村）公営住宅等ストック総合改善事業（20 市町村） 

（市町村）家賃低廉化事業（11 市町村） 

 

【成果の検証】 

・ 当初は令和５年度に評価をする予定だったが、令和６年度に繰越したため、今回の

中間目標の対象となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

Ｇ－21 

・ 令和５年度からの繰越事業を完了することができた。 

・ 中間目標 35.5%に対し、実績 39.6％となり、目標を達成することができた。 

・ 公営住宅の新規整備及び建替等によって、高齢者や身体障碍者等に配慮した公営住

宅が確保された。 
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分野別の評価結果の補足説明 
 

 

 

 

Ｇ 水道施設整備（企業局） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(７)－ア：計画的な生活基盤の整備 

２－(８)－イ：安全・安心な生活を支えるインフラの整備 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ６成果目標Ｇ－59 

・ 今後の水需要に適切に対応するとともに、水質の安全性を確保するための水道施設

等の整備を推進する。また、離島県である本県において水道施設が被災した場合、水

道事業体相互や他府県からの支援等が困難であり、広範囲かつ長期にわたっての断水

が危惧されることから、耐震化を推進する。 

・ 水源水質の悪化や制限給水、水道料金の高騰など、沖縄本島との地域間格差が大き

い本島周辺離島８村の課題解消を図るため、県において、離島における水道施設の整

備を行う。これにより、水道サービスの向上を図り、離島の生活環境の整備に寄与す

る。 

 

【整備箇所】 

・ 水道施設等の整備及び耐震化の推進 

整備済み：倉敷ダム、本部～伊江送水管、許田～久志送水施設、与那原～佐敷送水管 

     水道広域化施設整備（北大東村、座間味村（阿嘉・慶留間地区）、南大東

村、伊平屋村）、他 19 施設 

整備中：東系列導水路トンネル、宇出那覇～許田導水管、許田～増圧ポンプ場、伊波

増圧ポンプ場、北谷場水場、名護浄水場、石川～上間送水管、知花～読谷送

水管、西原～糸満送水管、新垣増圧ポンプ場、水道広域化施設整備（粟国

村、伊是名村、渡嘉敷村、座間味村（座間味地区）、渡名喜村）、他 7 施設 

整備予定：海水淡水化施設、羽地ダム取水施設、漢那ダム取水施設、久志～石川導水

管、石川～西原導水管、久志浄水場、大城増圧ポンプ場、他 8 施設 

 

【成果の検証】 

・ 今回の中間評価において成果目標（Ｇ－59）は達成となった。 

・ 老朽化した水道施設の計画的な更新・耐震化を図ることにより、安全な水道用水の

安定供給に大きく寄与した。 

・ 離島において水道広域化施設を整備し、水道用水を供給開始することにより、水源

水質の悪化や給水制限、水道料金の高騰など、沖縄本島と地域間格差が大きい本島周

辺離島８村の課題解消に大きく寄与した。 
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Ｇ－59 

・ 基幹管路耐震化率は令和６年度目標値 46.4％に対して、実績値 46.8％となり目標

を達成した。 

・ 基幹管路整備進捗率は令和６年度目標値 29.0％に対して、実績値 29.0％となり目

標値を達成した。 

・ 広域化実施市町村数は令和６年度目標値７村に対し、実績値７村となり目標値を達

成した。 

・ 目標値は達成したものの、離島県である本県においては、他府県からの支援に時間

を要することが想定されることから、引き続き急所施設に該当する水道施設について

は、更新・耐震化を加速化せる必要がある。また、離島地域においては、生活を支え

るインフラ確保を推進するため、水道広域化施設の整備を早急に進める必要がある。 

 

（令和６年度補正の効果） 

・ 宇出那覇～許田導水管、伊波増圧ポンプ場、石川～上間送水管、知花～読谷送水

管、新垣増圧ポンプ場を実施箇所とし、計画的な更新・耐震化を図ることにより、安

全な水道用水の安定供給に寄与した。 
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

A
-
1

（
R
6
）

R
6

-

[
R
5
]

A
の
N
o
.
1
～
N
o
.
3

[
R
6
]

A
の
N
o
.
1
～
N
o
.
3

県
内
の
交
通
事
故
死
者
数

年
間
３
人
以
下

（
県
全
体
目
標
2
7
人
以
下
÷
県

面
積
2
,
2
8
1
k
㎡
×
４
号
地
区

2
3
6
k
㎡
）

県
内
の
交
通
事
故
死
者
数

年
間
３
人

（
県
全
体
目
標
2
7
人
以
下
÷
県

面
積
2
,
2
8
1
k
㎡
×
４
号
地
区

2
3
6
k
㎡
）

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

A （ 交 通 安 全 施 設 )

C
-
1

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
1
の
N
o
.
8
～
1
3

小
中
学
校
の
改
築

６
校

小
中
学
校
の
改
築

３
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
2

（
R
6
）

R
6

-
[
R
6
]

C
-
2
の
N
o
.
1
4
～
1
7

小
中
学
校
の
改
修

４
校

小
中
学
校
の
改
修

１
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
3

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
3
の
N
o
.
1
8
～
2
0

小
中
学
校
の
改
築

３
校

小
中
学
校
の
改
築

２
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

成
果
目
標

【
目
標
】

　
円
滑
化
対
策
エ
リ
ア
内
の
特
定
道
路
に
お
い
て
、
信
号
機
、
道
路
標
識
・
標

示
の
整
備
を
行
い
、
交
通
の
安
全
と
円
滑
化
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
沖
縄
県
内
の
交
通
事
故
死
者
数
(
交
通
安
全
施
設
等
整
備
事
業
の
推
進
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
第
１
条
第
１
項
第
４
号
に
規
定
す
る
地
区
（
以
下
４
号
地

区
）
に
含
ま
れ
る
道
路
に
限
る
)

【
目
標
値
】

①
年
間
３
人
以
下

（
県
全
体
目
標
2
7
人
以
下
÷
県
面
積
2
,
2
8
1
㎢
×
４
号
地
区
2
3
6
㎢
）

【
目
標
】

　
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
公
立
幼
稚
園
、
義
務
教
育
諸
学
校
、
特
別
支
援

学
校
及
び
高
等
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
、
児
童
生
徒
等
の
安
全
を
守
り
、
安
心

で
豊
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
建
物
の
改
築
（
6
校
）

②
危
険
建
物
の
安
全
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
1
,
7
9
8
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
構
造
体
の
劣
化
対
策
や
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
更
新
な
ど
に
よ
り
建
物
の
耐
久
性

を
高
め
る
と
と
も
に
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
や
多
様
な
学
習
内
容
、
学
習
形
態
に

よ
る
活
動
が
可
能
と
な
る
環
境
の
提
供
な
ど
、
現
代
の
社
会
的
要
請
に
応
じ
た

長
寿
命
化
を
図
る
。
ま
た
、
将
来
的
に
長
寿
命
化
を
図
る
建
物
に
つ
い
て
、
健

全
な
状
態
に
保
つ
た
め
の
予
防
的
な
改
修
工
事
を
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
実
施

し
、
致
命
的
な
損
傷
の
発
現
を
事
前
に
防
ぐ
こ
と
で
、
効
率
的
・
効
果
的
に
施

設
の
長
寿
命
化
を
図
り
、
教
育
環
境
の
改
善
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
学
校
の
長
寿
命
化
改
良
事
業
（
4
校
）

　 ②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
1
,
7
1
9
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
教
育
を
行
う
の
に
著
し
く
不
適
当
な
建
物
で
特
別
な
事
情
の
あ
る
も
の
に
つ

い
て
、
公
立
幼
稚
園
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
、
教
育
機
能
の

向
上
及
び
校
地
の
有
効
利
用
等
の
観
点
か
ら
教
育
条
件
の
改
善
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
学
校
の
不
適
格
改
築
（
3
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
6
8
4
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

３
校
繰
越

３
校
繰
越

１
校
繰
越
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

C
-
4

（
R
6
）

R
6

-

[
R
6
]

C
-
4
の
N
o
.
3
5
～

4
5
,
4
8

N
o
.
5
3
～
6
7
,
1
1
7

小
中
学
校
の
大
規
模
改
造

（
質
的
整
備
）

2
1
校

小
中
学
校
の
大
規
模
改
造

（
質
的
整
備
）

1
4
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
5

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
7
の
N
o
.
7
4
～
8
0

小
中
学
校
の
屋
外
教
育
環
境

（
運
動
場
）
の
整
備

７
校

小
中
学
校
の
屋
外
教
育
環
境

（
運
動
場
）
の
整
備

２
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
6

（
R
6
）

R
6

-
[
R
6
]

C
-
8
の
N
o
.
8
1
～
8
3

へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備

３
校

へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備

0
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
7

（
R
6
）

R
6

-
[
R
6
]

C
-
1
5
の
N
o
.
8
8

C
-
1
6
の
N
o
.
8
9

学
校
給
食
施
設
の

新
増
築
・
改
築

２
施
設

学
校
給
食
施
設
の

新
増
築
・
改
築

０
施
設

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
8

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
1
7
の
N
o
.
9
0
～
9
2

水
泳
プ
ー
ル
新
改
築

３
校

水
泳
プ
ー
ル
新
改
築

１
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

【
目
標
】

　
教
育
環
境
や
生
活
様
式
の
変
化
に
伴
う
改
装
等
の
大
規
模
改
造
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
学
校
教
育
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
の
教
育
環
境
の
改
善
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
学
校
の
大
規
模
改
造
事
業
（
質
的
整
備
）
（
2
1
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
9
，
6
3
3
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
子
ど
も
達
の
最
も
身
近
に
あ
る
学
校
の
屋
外
環
境
を
様
々
な
体
験
活
動
の
場

と
し
て
活
用
し
、
た
く
ま
し
く
心
豊
か
な
子
ど
も
達
を
育
成
す
る
た
め
、
屋
外

環
境
の
一
体
的
な
整
備
充
実
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
学
校
の
屋
外
教
育
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
業
（
運
動
場
）
（
7

校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
3
,
7
2
5
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
へ
き
地
に
お
け
る
義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
及
び
教
育
水
準
の
向
上
を
図
る

た
め
、
へ
き
地
教
員
住
宅
、
へ
き
地
集
会
室
及
び
へ
き
地
寄
宿
舎
の
整
備
を
行

う
。

【
定
量
的
指
標
】

①
へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備
に
関
す
る
事
業
（
3
校
）

②
へ
き
地
教
職
員
の
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
に
係
る
へ
き
地
教
職
員
数
／
県
内
教
職
員
数

　
（
5
1
人
／
1
2
,
1
1
4
人
）

【
目
標
】

　
学
校
給
食
の
普
及
充
実
及
び
安
全
な
学
校
給
食
の
実
施
を
図
る
た
め
、
公
立

の
義
務
教
育
諸
学
校
及
び
沖
縄
県
の
夜
間
定
時
制
高
等
学
校
に
お
け
る
学
校
給

食
施
設
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
学
校
給
食
施
設
の
改
築
（
1
施
設
）

　
学
校
給
食
施
設
の
新
増
築
（
1
施
設
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
施
設
の
配
食
校
に
係
る
児
童
生
徒
数
/
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
1
,
0
3
8
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
学
校
教
育
活
動
の
円
滑
な
実
施
及
び
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
た
め
、
義
務
教
育
諸

学
校
に
係
る
体
育
諸
施
設
の
整
備
促
進
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
水
泳
プ
ー
ル
新
改
築
事
業
（
3
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
施
設
に
係
る
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
2
,
0
0
5
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

７
校
繰
越

５
校
繰
越

２
施
設
繰
越

２
校
繰
越

３
校
繰
越
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

C
-
9

（
R
6
）

R
6

-

[
R
6
]

C
-
2
0
の
N
o
.
9
3
～

1
0
0
,

1
0
3
～
1
0
5

小
中
学
校
の
防
災
機
能
の
強
化

1
1
校

小
中
学
校
の
防
災
機
能
の
強
化

９
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
0

（
R
6
）

R
6

-

[
R
5
]

C
-
1
の
N
o
.
1
,
5
～
6

[
R
6
]

C
-
1
の
N
o
.
1
～
4
,
6

高
等
学
校
の
改
築

４
校

高
等
学
校
の
改
築

０
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
2

(
R
6
)

R
6

-

[
R
5
]

C
-
4
の
N
o
.
3
9

[
R
6
]

C
-
4
の
N
o
.
2
4
～

2
5
,
2
8
,
3
4
,
4
6
～

4
7
,
4
9
～
5
2
,
1
0
7
～

1
2
2

県
立
学
校
の
大
規
模
改
造

2
0
校

県
立
学
校
の
大
規
模
改
造

２
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
4

（
R
6
）

R
6

-

[
R
5
]

C
-
6
の
N
o
.
4
9

[
R
6
]

C
-
7
の
N
o
.
6
8

県
立
学
校
の
屋
外
教
育

環
境
の
整
備

１
校

県
立
学
校
の
屋
外
教
育

環
境
の
整
備

０
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
5

（
R
6
）

R
6

-
[
R
6
]

C
-
9
の
N
o
.
8
5

県
立
特
別
支
援
学
校
の

新
増
築

１
校

県
立
特
別
支
援
学
校
の

新
増
築

１
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

【
目
標
】

　
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
県
立
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
児
童
生
徒
等
の
安

全
を
守
り
、
安
心
で
豊
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
学
校
の
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
建
物
の
改
築
（
4
校
）

②
危
険
建
物
の
安
全
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
生
徒
数
／
県
立
学
校
生
徒
数

　
（
1
,
8
8
0
人
／
4
4
,
0
1
0
人
）

【
目
標
】

　
学
校
施
設
に
つ
い
て
、
発
災
時
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
た
め
の
応
急
避
難
場

所
と
し
て
の
必
要
な
機
能
が
発
揮
で
き
る
よ
う
、
防
災
機
能
の
強
化
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
防
災
機
能
の
強
化
に
関
す
る
事
業
（
1
1
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
施
設
に
係
る
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
6
,
9
1
8
人
／
1
4
6
,
4
3
3
人
）

【
目
標
】

　
経
年
に
よ
る
学
校
建
物
の
損
耗
等
に
対
す
る
復
旧
措
置
及
び
建
物
の
用
途
変

更
に
伴
う
改
築
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
教
育
環
境
の
改
善
を
図
り
、
も
っ
て
学

校
教
育
の
円
滑
な
実
施
及
び
建
物
の
耐
久
性
確
保
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
学
校
の
大
規
模
改
造
事
業
（
質
的
整
備
）
（
2
0
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
生
徒
数
／
県
立
学
校
生
徒
数

　
（
1
1
,
3
9
4
人
／
4
4
,
0
1
0
人
）

【
目
標
】

　
子
ど
も
達
の
最
も
身
近
に
あ
る
学
校
の
屋
外
環
境
を
様
々
な
体
験
活
動
の
場

と
し
て
活
用
し
、
た
く
ま
し
く
心
豊
か
な
子
ど
も
達
を
育
成
す
る
た
め
、
屋
外

環
境
の
一
体
的
な
整
備
充
実
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
学
校
の
屋
外
教
育
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
業
（
運
動
場
）
（
1
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
生
徒
数
／
県
立
学
校
生
徒
数

　
（
1
,
1
8
5
人
／
4
4
,
0
1
0
人
）

【
目
標
】

　
県
立
特
別
支
援
学
校
に
お
け
る
教
室
の
不
足
を
解
消
す
る
た
め
校
舎
の
新
築

又
は
増
築
を
行
い
、
教
育
の
円
滑
な
実
施
を
確
保
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
特
別
支
援
学
校
の
建
物
の
新
増
築
（
1
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
予
定
生
徒
数
／
県
立
特
別
支
援
学
校
生
徒
数

　
（
3
0
人
／
2
,
4
8
7
人
）

２
校
繰
越

４
校
繰
越

18
校
繰
越

１
校
繰
越
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

C
-
1
6

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
1
1
の
N
o
.
8
6

高
等
学
校
の
新
増
築

１
校

高
等
学
校
の
新
増
築

０
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
7

（
R
6
）

R
6

-

[
R
5
]

C
-
1
4
の
N
o
.
6
0

[
R
6
]

C
-
1
5
の
N
o
.
8
7

学
校
給
食
施
設
の
新
増
築

１
校

学
校
給
食
施
設
の
新
増
築

０
校

達
成
率

－
％

繰
越

繰

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
8

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

C
-
1
4
の
N
o
.
1
0
6

装
置
の
老
朽
化
に
伴
う
更
新

２
箇
所

装
置
の
老
朽
化
に
伴
う
更
新

２
箇
所

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

E
1
-
7

(
R
6
)

R
6

－
[
R
6
]

E
1
の
N
o
.
6
3
、
6
4

団
体
営
林
道
の
橋
梁
施
設

４
基

団
体
営
林
道
の
橋
梁
施
設

４
基

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

F
-
1

（
R
6
）

R
6

－

[
R
5
]

F
の
N
o
.
1

[
R
6
]

F
の
N
o
.
1

導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率

2
2
.4
%

導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率

3
1
.0
%

達
成
率

1
3
8
％

達
成

◎

F ( 工 業 用 水 道 )

【
目
標
】

　
団
体
営
林
道
橋
梁
施
設
の
定
期
的
な
点
検
診
断
を
行
い
、
診
断
結
果
に
基
づ

い
て
団
体
営
林
道
施
設
長
寿
命
化
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
の
見
直
し
を
図
る

こ
と
に
よ
り
、
安
全
性
の
確
保
並
び
に
維
持
管
理
費
用
の
縮
減
及
び
平
準
化
を

推
進
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
団
体
営
林
道
の
橋
梁
施
設
４
基
（
国
頭
村
、
渡
嘉
敷
村
）

【
目
標
】

　
工
業
用
水
の
安
定
的
な
供
給
を
確
保
す
る
た
め
、
老
朽
化
し
た
工
業
用
水
道

施
設
の
計
画
的
な
更
新
及
び
耐
震
化
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
事
故
や
地
震

等
に
よ
る
災
害
発
生
時
に
お
け
る
被
害
の
軽
減
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
令
和
６
年
度
を
達
成
予
定
年
度
と
し
て
、
東
系
列
導
水
路
ト
ン
ネ
ル
の
計
画

的
な
更
新
・
改
修
を
実
施
し
、
導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率
2
2
.
4
%
を
目
指
す
。

※
基
準
値
（
H
2
7
）
　
 
：
導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率
 
0
％

　
実
績
値
（
R
5
時
点
）
：
導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率
 
1
0
.
0
％

　
最
終
目
標
値
（
R
6
）
：
導
水
路
ト
ン
ネ
ル
整
備
率
 
2
2
.
4
％

【
目
標
】

　
県
立
高
等
学
校
に
お
け
る
教
室
の
不
足
を
解
消
す
る
た
め
校
舎
の
新
築
又
は

増
築
を
行
い
、
教
育
の
円
滑
な
実
施
を
確
保
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
高
等
学
校
の
建
物
の
新
増
築
（
1
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
予
定
生
徒
数
／
県
立
高
等
学
校
生
徒
数

　
（
6
9
4
人
／
4
0
,
7
7
3
人
）

【
目
標
】

　
学
校
給
食
の
普
及
充
実
及
び
安
全
な
学
校
給
食
の
実
施
を
図
る
た
め
、
公
立

の
義
務
教
育
諸
学
校
及
び
沖
縄
県
の
夜
間
定
時
制
高
等
学
校
に
お
け
る
学
校
給

食
施
設
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
学
校
給
食
施
設
の
新
増
築
（
1
施
設
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
生
徒
数
/
県
立
中
学
校
生
徒
数

　
（
2
3
9
人
／
7
5
0
人
）

【
目
標
】

　
専
門
教
育
の
た
め
の
施
設
等
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
り
、
産
業
教
育
を
通
じ

て
、
勤
労
に
対
す
る
正
し
い
信
念
を
確
立
し
、
産
業
技
術
を
習
得
さ
せ
る
と
と

も
に
工
夫
創
造
の
能
力
を
養
い
、
も
っ
て
経
済
自
立
に
貢
献
す
る
有
為
な
国
民

を
育
成
す
る
た
め
、
産
業
教
育
の
振
興
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
装
置
の
老
朽
化
に
伴
う
更
新
（
２
箇
所
）

②
当
該
年
度
整
備
対
象
校
等
の
う
ち
施
設
(
装
置
）
稼
働
率
が
前
年
度
以
上
と

な
る
学
校
等
の
割
合
　
1
0
0
％

１
校
繰
越

１
校
繰
越
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
1
7

(
R
3
)

R
6

R
4

[
R
2
]

G
の
N
o
.
2
3
5
,
2
3
6
,
2
4
0
～

2
4
3

[
R
3
]

G
の
N
o
.
2
2
8
,
2
2
9
,
2
3
3
～

2
3
5

整
備
河
川
に
お
け
る
整
備
率

7
0
.7
%

整
備
河
川
に
お
け
る
整
備
率

－
％

達
成
率

－
％

繰
越

繰

G ( 治 水 )

【
目
標
】

　
集
中
豪
雨
の
多
発
に
よ
る
洪
水
や
都
市
化
の
進
展
に
伴
う
被
害
リ
ス
ク
の
増

大
に
対
し
、
迅
速
な
情
報
提
供
や
総
合
的
な
浸
水
対
策
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
県
民
が
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
生
活
の
確
保
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
整
備
河
川
に
お
け
る
整
備
の
進
捗
状
況

　
Σ
｛
各
河
川
整
備
延
長
(
k
m
)
÷
各
河
川
事
業
費
(
円
)
×
各
河
川
当
該
年
度
の

事
業
費
(
円
)
｝

　
整
備
河
川
に
お
け
る
整
備
率
を
6
1
.
1
%
（
R
1
末
）
か
ら
7
0
.
7
%
(
R
6
末
)
に
増

G
-
1
7

(
R
6
)

【
目
標
】

　
下
水
を
速
や
か
に
排
除
・
処
理
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
環
境
の
改
善
、
浸

水
の
防
除
、
海
や
河
川
等
の
公
共
用
水
域
の
水
質
汚
濁
の
防
止
に
積
極
的
な
役

割
を
果
た
し
、
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
・
再
生
に
大
き
く
寄
与
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
幹
線
整
備
や
関
連
市
町
村
の
面
整
備
、
そ
れ
ら
に
伴
う
汚
水
増
に
対
応
し
た

処
理
施
設
等
の
増
設
を
推
進
し
、
下
水
道
処
理
人
口
を
増
加
さ
せ
る
。

　
下
水
道
処
理
人
口
普
及
率
（
%
）
=
下
水
道
に
よ
っ
て
供
用
開
始
し
て
い
る
処

理
区
域
の
定
住
人
口
（
人
）
／
住
民
基
本
台
帳
に
記
載
さ
れ
た
人
員
（
人
）
×

1
0
0

　
現
況
値
(
R
2
)
 
7
1
.
9
%
 
中
間
目
標
値
(
R
4
)
 
7
7
.
2
%
 
最
終
目
標
値
(
R
6
)
 
7
9
.
0
%

R
6

R
4

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
0
8
～

1
1
6
,
1
3
7
,
1
5
8
,
1
6
2
,

1
6
7
,
1
7
5
,
1
7
6
,
1
7
7
,

1
8
1
,
1
8
6
,
2
0
5
,
2
0
6
,

2
1
2
,
2
1
6
,
2
1
7
,
2
2
2
,

2
2
7
,
2
3
0
,
2
3
8
,
2
4
0
,

2
4
7
,
2
4
8
,
2
4
9
,
2
5
3
,

2
6
3
,
2
7
2
,
2
7
4
,
2
8
2
,

2
9
2
,
2
9
3
,
2
9
6
,
2
9
8
,

3
0
2
,
3
0
3
,
3
0
5
,
3
0
6
,

3
1
4
,
3
1
7
,
3
2
1
,
3
2
5
,

3
2
9
,
3
3
2
,
3
3
4
,
3
3
5
,

3
3
7
,
3
3
8
,
3
4
8
,
3
4
9
,

3
5
7
,
3
6
7

[
R
5
補
正
]

G
の
N
o
.
1
0
,
1
1
,
1
8

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
0
4
～

1
1
2
,
1
3
3
,
1
5
2
,
1
5
7
,

1
5
8
,
1
6
8
,
1
6
9
,
1
7
0
,

1
7
5
,
1
8
0
,
1
9
5
,
1
9
6
,

1
9
7
,
2
0
4
,
2
0
9
,
2
1
0
,

2
1
1
,
2
1
5
,
2
2
1
,
2
2
4
,

2
3
2
,
2
3
4
,
2
4
0
,
2
4
1
,

2
4
2
,
2
4
5
,
2
5
6
,
2
5
7
,

2
5
8
,
2
6
1
,
2
6
7
,
2
6
8
,

2
7
5
,
2
7
6
,
2
8
4
,
2
8
5
,

2
8
6
,
2
8
9
,
2
9
1
,
2
9
7
,

2
9
8
,
3
0
0
,
3
0
1
,
3
0
9
,

3
1
2
,
3
1
6
,
3
2
0
,
3
2
4
,

3
2
7
,
3
2
9
,
3
3
0
,
3
3
1
,

3
3
3
,
3
3
4
,
3
3
5
,
3
4
4
,

3
4
5
,
3
4
6
,
3
5
6
,
3
5
7
,

3
5
8

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
1
6
～
1
9
,
2
3

下
水
道
処
理
人
口
普
及
率

7
2
.2
％

達
成
率

9
1
％

概
ね
達
成

○
下
水
道
処
理
人
口
普
及
率

7
9
％

G ( 下 水 道 )
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

県
営
公
園
整
備
面
積

4
4
1
h
a

県
営
公
園
整
備
面
積

-
h
a

達
成
率

－
％

県
営
９
公
園
の
利
用
者
数

7
2
3
万
人

県
営
９
公
園
の
利
用
者
数

-
万
人

達
成
率

－
％

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
0
8
～

1
1
6
,
1
3
7
,
1
5
8
,
1
6
2
,

1
6
7
,
1
7
5
,
1
7
6
,
1
7
7
,

1
8
1
,
1
8
6
,
2
0
5
,
2
0
6
,

2
1
2
,
2
1
6
,
2
1
7
,
2
2
2
,

2
2
7
,
2
3
0
,
2
3
8
,
2
4
0
,

2
4
7
,
2
4
8
,
2
4
9
,
2
5
3
,

2
6
3
,
2
7
2
,
2
7
4
,
2
8
2
,

2
9
2
,
2
9
3
,
2
9
6
,
2
9
8
,

3
0
2
,
3
0
3
,
3
0
5
,
3
0
6
,

3
1
4
,
3
1
7
,
3
2
1
,
3
2
5
,

3
2
9
,
3
3
2
,
3
3
4
,
3
3
5
,

3
3
7
,
3
3
8
,
3
4
8
,
3
4
9
,

3
5
7
,
3
6
7

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
0
4
～

1
1
2
,
1
3
3
,
1
5
2
,
1
5
7
,

1
5
8
,
1
6
8
,
1
6
9
,
1
7
0
,

1
7
5
,
1
8
0
,
1
9
5
,
1
9
6
,

1
9
7
,
2
0
4
,
2
0
9
,
2
1
0
,

2
1
1
,
2
1
5
,
2
2
1
,
2
2
4
,

2
3
2
,
2
3
4
,
2
4
0
,
2
4
1
,

2
4
2
,
2
4
5
,
2
5
6
,
2
5
7
,

2
5
8
,
2
6
1
,
2
6
7
,
2
6
8
,

2
7
5
,
2
7
6
,
2
8
4
,
2
8
5
,

2
8
6
,
2
8
9
,
2
9
1
,
2
9
7
,

2
9
8
,
3
0
0
,
3
0
1
,
3
0
9
,

3
1
2
,
3
1
6
,
3
2
0
,
3
2
4
,

3
2
7
,
3
2
9
,
3
3
0
,
3
3
1
,

3
3
3
,
3
3
4
,
3
3
5
,
3
4
4
,

3
4
5
,
3
4
6
,
3
5
6
,
3
5
7
,

3
5
8

汚
水
量
=

下
水
処
理
場
で
処
理
し
た
汚
水
量

　
9
7
,4
5
0
,0
0
0
㎥

汚
水
量
=

下
水
処
理
場
で
処
理
し
た
汚
水
量

　
9
7
,3
8
7
,0
0
0
㎥

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎
G
-
1
8

(
R
6
)

【
目
標
】

　
下
水
を
速
や
か
に
排
除
・
処
理
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
環
境
の
改
善
、
浸

水
の
防
除
、
海
や
河
川
等
の
公
共
用
水
域
の
水
質
汚
濁
の
防
止
に
積
極
的
な
役

割
を
果
た
し
、
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
・
再
生
に
大
き
く
寄
与
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
幹
線
整
備
や
関
連
市
町
村
の
面
整
備
に
伴
う
汚
水
増
に
対
応
し
た
処
理
施
設

の
増
設
・
改
修
等
を
推
進
し
、
処
理
場
で
処
理
す
る
水
量
を
増
加
さ
せ
る
。

　
汚
水
量
（
㎥
）
=
下
水
処
理
場
で
処
理
し
た
汚
水
量

　
現
況
値
(
R
2
)
　
　
　
　
 
9
6
,
7
2
1
,
7
3
8
㎥

　
↓

　
中
間
目
標
値
(
R
4
)
　
　
 
9
7
,
0
5
0
,
0
0
0
㎥

　
↓

　
最
終
目
標
値
(
R
6
)
 
　
　
9
7
,
4
5
0
,
0
0
0
㎥

R
6

R
4

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
1
7

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
1
5

G
-
2
1

(
R
6
)

【
目
標
】

　
沖
縄
県
で
は
、
沖
縄
振
興
計
画
等
に
基
づ
い
て
自
然
・
歴
史
・
平
和
の
学
習

や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
を
満
た
す
と
と
も
に
、
災
害
時
の
避
難
場
所
と
も

な
る
県
営
都
市
公
園
の
整
備
を
図
っ
て
い
る
。
引
き
続
き
、
従
来
計
画
を
推
進

す
る
と
共
に
、
長
寿
・
健
康
福
祉
社
会
と
い
っ
た
社
会
情
勢
の
変
化
に
対
応
し

た
公
園
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
や
老
朽
化
施
設
の
再
整
備
等
、
利
用
者
が
よ

り
安
全
で
安
心
し
て
利
用
で
き
、
観
光
に
も
資
す
る
公
園
整
備
を
目
指
す
。

【
定
量
的
指
標
】

　
①
県
営
公
園
整
備
面
積

　
②
県
営
９
公
園
の
利
用
者
数

【
目
標
値
】

　
①
4
3
5
h
a
(
R
元
年
度
末
)
→
4
3
9
h
a
(
R
4
年
度
末
)
→
4
4
1
h
a
(
R
6
年
度
末
)

　
②
7
6
6
万
人
(
R
元
年
度
末
)
　
目
標
(
7
2
3
万
人
(
R
6
年
度
末
)
)
達
成

R
6

R
4

繰
越

繰

G ( 都 市 公 園 )G ( 下 水 道 )
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
2
3

(
R
6
)

R
6

R
4

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
3
8
～
1
4
4

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
3
4
～
1
4
0

那
覇
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
公
園
面
積

6
.0
2
㎡
/
人

那
覇
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
公
園
面
積

6
.0
9
㎡
/
人

達
成
率

1
0
1
％

達
成

◎

G ( 都 市 公 園 )

那
覇
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
公
園
面
積

6
.0
2
㎡
/
人

那
覇
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
公
園
面
積

6
.0
9
㎡
/
人

達
成
率

1
0
1
％

雨
水
浸
透
枡
の
設
置
数

1
0
基

雨
水
浸
透
枡
の
設
置
数

２
基

達
成
率

2
0
％

街
路
樹
の
更
新

1
0
本

街
路
樹
の
更
新

０
本

達
成
率

０
％

G
-
2
5

(
R
6
)

【
目
標
】

　
緑
地
環
境
事
業
と
し
て
都
市
公
園
の
整
備
を
行
い
、
一
人
あ
た
り
都
市
公
園

面
積
を
増
加
さ
せ
る
。
ま
た
、
都
市
公
園
整
備
に
あ
わ
せ
て
都
市
緑
化
施
設
を

拡
充
し
、
都
市
緑
化
の
推
進
を
図
る
。

　
あ
わ
せ
て
、
新
た
に
整
備
さ
れ
る
公
園
に
お
い
て
は
、
公
園
愛
護
会
の
設
立

を
促
し
、
市
民
参
加
型
の
み
ど
り
を
育
む
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
那
覇
市
に
お
け
る
一
人
当
た
り
公
園
面
積
を
5
.
7
1
㎡
/
人
（
R
1
年
末
）
か
ら

6
.
0
2
㎡
/
人
（
R
6
年
度
末
）
に
増
加
。

　
地
下
水
涵
養
を
目
的
と
し
、
都
市
公
園
か
ら
排
出
す
る
雨
水
を
地
下
に
浸
透

さ
せ
る
雨
水
浸
透
枡
の
設
置
数
を
0
基
（
R
1
末
）
か
ら
1
0
基
（
R
6
年
末
）
に
増

加
。

　
都
市
公
園
周
辺
の
魅
力
創
出
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
入
口
付
近
の
老
朽

化
し
た
街
路
樹
の
更
新
数
を
0
本
（
R
1
末
）
か
ら
1
0
本
（
R
6
末
）
に
増
加
。

　
一
人
あ
た
り
都
市
公
園
面
積

　
　
現
況
→
5
.
7
1
㎡
/
人
（
R
1
末
）

　
　
中
間
→
5
.
9
1
㎡
/
人
（
R
4
末
）

　
　
最
終
→
6
.
0
2
㎡
/
人
（
R
6
末
）

　
雨
水
浸
透
枡
の
設
置
数

　
　
現
況
→
0
基
（
R
1
末
）

　
　
中
間
→
6
基
（
R
4
末
）

　
　
最
終
→
1
0
基
（
R
6
末
）

　
街
路
樹
の
更
新

　
　
現
況
→
0
本
（
R
1
末
）

　
　
中
間
→
3
本
（
R
4
末
）

　
　
最
終
→
1
0
本
（
R
6
末
）

R
6

R
4

【
目
標
】

　
都
市
公
園
整
備
事
業
の
推
進
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
良
好
な
地
域
環
境
の
形

成
、
自
然
環
境
の
保
全
、
災
害
時
に
お
け
る
緊
急
避
難
地
の
確
保
等
、
快
適
で

安
全
で
安
心
し
た
都
市
環
境
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
公
園
利
用
者
の
利
用
利

便
性
の
向
上
を
目
指
す
。

【
定
量
的
指
標
】

　
那
覇
市
に
お
け
る
一
人
当
た
り
公
園
面
積
を
5
.
7
1
㎡
/
人
（
R
1
年
末
）
か
ら

6
.
0
2
㎡
/
人
（
R
6
年
度
末
）
に
増
加
す
る
。

　
　
現
況
→
5
.
7
1
㎡
/
人
（
R
1
末
）

　
　
中
間
→
5
.
9
1
㎡
/
人
（
R
4
末
）

　
　
最
終
→
6
.
0
2
㎡
/
人
（
R
6
末
）

一
部
達
成

△

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
4
6
～
1
5
2

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
4
2
～
1
4
8

G ( 都 市 公 園 )
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令
和

6
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
６
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
3
3

(
R
6
)

R
6

R
4

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
8
7
～
1
9
0

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
8
1
～
1
8
4

浦
添
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
の
公
園
面
積

　
5
.7
0
㎡
/
人

浦
添
市
に
お
け
る

一
人
当
た
り
の
公
園
面
積

　
5
.5
8
㎡
/
人

達
成
率

9
8
％

概
ね
達
成

○

G ( 都 市 公 園 )

G
-
4
3

(
R
6
)

R
6

R
5

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
6
1

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
5
4

緑
地
の
整
備
率

1
0
0
％

緑
地
の
整
備
率

-
％

達
成
率

－
％

繰
越

繰

G ( 港 湾 )

G
-
5
4

(
R
6
)

R
6

-
[
R
6
]

G
の
N
o
.
3
4
9

洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成

１
河
川

洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成

１
河
川

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G ( 治 水 )

【
目
標
】

　
港
湾
を
訪
れ
る
市
民
、
観
光
客
等
が
親
水
散
策
や
イ
ベ
ン
ト
の
場
と
し
て
、

シ
ン
ボ
ル
緑
地
を
整
備
す
る
。
ま
た
、
災
害
発
生
時
の
防
災
拠
点
(
緊
急
物
資

輸
送
、
救
援
復
旧
活
動
、
臨
時
ヘ
リ
ポ
ー
ト
等
)
と
し
て
機
能
す
る
防
災
緑
地

を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
漲
水
地
区
施
設
整
備
率
（
緑
地
等
施
設
整
備
）
を
0
％
か
ら
1
0
0
％
へ
向
上
さ

せ
る
。

中
間
目
標
値
（
R
5
）
：
4
0
％

最
終
目
標
値
（
R
6
）
：
1
0
0
％

【
目
標
】

　
八
重
瀬
町
に
お
け
る
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
公
表
す
る
こ
と
で
、

洪
水
時
の
円
滑
か
つ
迅
速
な
避
難
を
確
保
し
、
水
害
に
よ
る
被
害
の
軽
減
を
図

る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
水
防
法
に
基
づ
く
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を
行
う
。

　
現
況
値
（
R
5
）
　
　
：
0
河
川

　
最
終
目
標
値
（
R
6
）
：
1
河
川

【
目
標
】

　
浦
添
市
の
憩
い
の
拠
点
と
な
る
都
市
公
園
整
備
の
推
進
と
、
緑
の
骨
格
と
な

る
都
市
緑
地
の
保
全
・
活
用
を
図
る
と
と
も
に
、
土
地
区
画
整
理
事
業
区
域
内

の
都
市
公
園
整
備
を
推
進
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
一
人
当
た
り
都
市
公
園
面
積
を
5
.
5
2
㎡
（
R
1
末
）
か
ら
5
.
7
0
㎡
（
R
6
）
に
増

加 　
一
人
当
た
り
都
市
公
園
面
積
：

　
現
況
（
R
1
末
）
5
.
5
2
㎡

　
⇒
中
間
(
R
4
)
 
 
5
.
6
1
㎡

　
⇒
最
終
(
R
6
)
 
 
5
.
7
0
㎡
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

E
-
8

(
R
2
)

R
8

R
6

[
R
2
]

E
5
の
N
o
.
1
、
2

し
い

た
け

の
生

産
量

中
間

目
標

値
（
R

6
）
　

2
8
,9

1
5
kg

し
い

た
け

の
生

産
量

実
績

値
　

（
R

6
）
　

3
9
,1

4
6
kg

達
成
率

1
3
5
％

達
成

◎
E 5

( 林 業 構 造 確 立 施 設 の 整 備 )

E
1
-
1

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
4
補
正
]

E
1
の
N
o
.
1

[
R
5
]

E
1
の
№
1
～
7
,
2
0
～

3
6
,
8
1

[
R
6
]

E
1
の
№
1
～
6
,
2
0
～

3
7
,
7
8

農
業
生
産
基
盤
整
備
の
強
化

（
優
良
農
地
の
確
保
）

（
R
6
）
4
0
0
h
a

農
業
生
産
基
盤
整
備
の
強
化

（
優
良
農
地
の
確
保
）

（
R
6
）
1
9
8
h
a

達
成
率

5
0
％

一
部
達
成

△
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

E
1
-
2

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

E
1
の
№
8
～
1
9
,

3
7
～
4
3
,
5
7
,
5
8
,
8
2

[
R
5
補
正
]

E
1
の
N
o
.
1

[
R
6
]

E
1
の
№
7
～
1
9
,

3
8
～
4
3
,
5
5
,
5
6

[
R
6
補
正
]

E
1
の
N
o
.
1
～
2

農
地
及
び
農
業
用
施
設
の

保
全
強
化

（
優
良
農
地
の
保
全
）

（
R
6
）
 
4
0
0
h
a

農
地
及
び
農
業
用
施
設
の

保
全
強
化

（
優
良
農
地
の
保
全
）

（
R
6
）
 
3
0
3
h
a

達
成
率

7
6
％

概
ね
達
成

○
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

E
1
-
3

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

E
1
の
№
4
6
～
5
5
,

5
9
～
6
0

[
R
5
補
正
]

E
1
の
N
o
.
2
～
4

[
R
6
]

E
1
の
№
4
6
～
5
3
,

5
7
～
5
8

[
R
6
補
正
]

E
1
の
N
o
.
3
～
5

生
活
環
境
基
盤
の
強
化

（
集
落
排
水
処
理
人
口
の
向

上
）

（
R
6
）
3
,
2
0
0
人

生
活
環
境
基
盤
の
強
化

（
集
落
排
水
処
理
人
口
の
向

上
）

（
R
6
）
3
,
2
0
0
人

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

成
果
目
標

【
目
標
】

 
 
林
業
経
営
の
安
定
化
、
林
産
物
の
供
給
体
制
構
築
を
図
る
た
め
、
特
用
林
産

物
振
興
施
設
の
整
備
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

 
 
し
い
た
け
の
生
産
量

【
目
標
値
】

 
 
現
状
値
（
H
3
0
)
4
9
0
k
g
 
、
目
標
値
（
R
8
)
2
9
,
5
7
5
k
g

【
目
標
】

　
農
業
生
産
額
・
農
家
所
得
の
向
上
、
地
域
が
有
す
る
多
面
的
機
能
の
維
持
・

発
揮
や
定
住
の
促
進
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
の
推
進
を
目
標
と

す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
農
業
生
産
基
盤
整
備
の
強
化
（
優
良
農
地
の
確
保
）
：

　
（
R
6
）
約
 
4
0
0
h
a

　
（
R
8
）
約
 
8
0
0
h
a

【
目
標
】

　
農
業
生
産
額
・
農
家
所
得
の
向
上
、
地
域
が
有
す
る
多
面
的
機
能
の
維
持
・

発
揮
や
定
住
の
促
進
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
の
推
進
を
目
標
と

す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
農
地
及
び
農
業
用
施
設
の
保
全
強
化
（
優
良
農
地
の
保
全
）
：

　
（
R
6
）
約
 
4
0
0
h
a

　
（
R
8
）
約
 
8
0
0
h
a

【
目
標
】

　
農
業
生
産
額
・
農
家
所
得
の
向
上
、
地
域
が
有
す
る
多
面
的
機
能
の
維
持
・

発
揮
や
定
住
の
促
進
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
の
推
進
を
目
標
と

す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
生
活
環
境
基
盤
の
強
化
（
集
落
排
水
処
理
人
口
の
向
上
）
：

　
（
R
6
）
約
 
3
,
2
0
0
人

　
（
R
8
）
約
 
5
,
4
0
0
人
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

E
1
-
4

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

E
1
の
№
5
6

[
R
6
]

E
1
の
№
5
4

生
活
環
境
基
盤
の
強
化

（
定
住
化
促
進
に
向
け
た
環
境

基
盤
整
備
）

（
R
6
）
６
集
落

生
活
環
境
基
盤
の
強
化

（
定
住
化
促
進
に
向
け
た
環
境

基
盤
整
備
）

（
R
6
）
４
集
落

達
成
率

6
7
％

一
部
達
成

△
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

E
1
-
5

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

E
1
の
№
4
4
～
4
5

[
R
6
]

E
1
の
№
4
4
～
4
5

美
ら
海
・
農
業
の
推
進

（
赤
土
等
流
出
防
止
対
策
）

（
R
6
）
2
4
0
h
a

美
ら
海
・
農
業
の
推
進

（
赤
土
等
流
出
防
止
対
策
）

（
R
6
）
1
6
0
h
a

達
成
率

6
7
％

一
部
達
成

△
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

G
-
4
2

(
R
5
)

R
9

R
6

[
R
4
]

G
の
N
o
.
2
5
7
～
2
5
8

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
6
0

下
崎

地
区

施
設

整
備

率
（
R

6
）
3
3
％

下
崎

地
区

施
設

整
備

率
（
R

6
）
1
0
％

達
成
率

2
9
％

一
部
達
成

△

G ( 港 湾 )

G
-
9

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
8
5
,
8
6
,
9
1
,
9
2
,
1

2
8

[
R
5
補
正
]

G
の
N
o
.
8

[
R
6
]

G
の
N
o
.
8
2
,
8
3
,
8
7
,
8
8
,
1

2
3

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
8

港
湾

施
設

の
整

備
達

成
率

（
R

6
）
　

1
4
％

港
湾

施
設

の
整

備
達

成
率

（
R

6
）
　

0
％

達
成
率

０
％

未
達
成

未

G ( 港 湾 )

【
目
標
】

　
漲
水
地
区
の
交
流
機
能
強
化
に
伴
い
、
小
型
船
だ
ま
り
及
び
周
辺
の
機
能
を

移
転
す
る
た
め
、
下
崎
地
区
に
小
型
船
だ
ま
り
及
び
港
湾
関
連
用
地
を
整
備
す

る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
下
崎
地
区
施
設
整
備
率
（
下
崎
船
だ
ま
り
整
備
）
を
0
％
か
ら
1
0
0
％
へ
向
上

さ
せ
る
。

中
間
目
標
値
（
R
6
）
：
3
3
％

最
終
目
標
値
（
R
9
）
：
1
0
0
％

【
目
標
】

　
安
全
・
安
心
の
確
保
と
魅
力
あ
る
生
活
環
境
の
創
出
を
図
る
た
め
、
港
湾
機

能
の
強
化
・
拡
充
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

　
本
島
内
の
港
湾
に
お
け
る
船
舶
等
の
安
全
性
や
快
適
性
の
確
保
、
保
管
能
力

を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
港
湾
施
設
の
整
備
達
成
率
を
、
0
%
か
ら
2
8
%
へ
向
上
さ

せ
る
。

 
現
況
値
（
R
5
)
：
0
%

 
中
間
目
標
値
（
R
6
)
：
1
4
%

 
最
終
目
標
値
（
R
8
)
：
2
8
%

現
況
値
（
R
5
)
 
 
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
0
件
 
/
 
7
件
 
=
　
0
 
%

中
間
目
標
値
（
R
6
)
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
1
件
 
/
 
7
件
 
=
　
1
4
 
%

最
終
目
標
値
（
R
8
)
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
2
件
 
/
 
7
件
 
=
　
2
8
 
%

【
目
標
】

　
農
業
生
産
額
・
農
家
所
得
の
向
上
、
地
域
が
有
す
る
多
面
的
機
能
の
維
持
・

発
揮
や
定
住
の
促
進
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
の
推
進
を
目
標
と

す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
生
活
環
境
基
盤
の
強
化
（
定
住
化
促
進
に
向
け
た
環
境
基
盤
整
備
）
：

　
（
R
6
）
約
６
集
落

　
（
R
8
）
約
1
0
集
落

【
目
標
】

　
農
業
生
産
額
・
農
家
所
得
の
向
上
、
地
域
が
有
す
る
多
面
的
機
能
の
維
持
・

発
揮
や
定
住
の
促
進
、
環
境
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
の
推
進
を
目
標
と

す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
美
ら
海
・
農
業
の
推
進
（
赤
土
等
流
出
防
止
対
策
）
：

　
（
R
6
）
約
2
4
0
h
a

　
（
R
8
）
約
4
0
0
h
a
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
1
0

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
8
7
～
9
0

[
R
6
]

G
の
N
o
.
8
4
～
8
6

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
5
～
7

港
湾

施
設

の
整

備
達

成
率

（
R

6
）
 3

3
％

港
湾

施
設

の
整

備
達

成
率

（
R

6
）
 3

3
％

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G ( 港 湾 )

【
目
標
】

　
安
全
・
安
心
の
確
保
と
魅
力
あ
る
生
活
環
境
の
創
出
を
図
る
た
め
、
港
湾
機

能
の
強
化
・
拡
充
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

　
離
島
港
湾
に
お
け
る
船
舶
等
の
安
全
性
や
快
適
性
の
確
保
、
保
管
能
力
を
向

上
さ
せ
る
た
め
の
港
湾
施
設
の
整
備
達
成
率
を
、
1
6
%
か
ら
5
0
%
へ
向
上
さ
せ

る
。

 
現
況
値
（
R
5
)
：
1
6
%

 
中
間
目
標
値
（
R
6
)
：
3
3
%

 
最
終
目
標
値
（
R
8
)
：
5
0
%

現
況
値
（
R
5
)
 
 
 
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
1
件
 
/
 
6
件
 
=
　
1
6
 
%

中
間
目
標
値
（
R
6
)
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
2
件
 
/
 
6
件
 
=
　
3
3
 
%

最
終
目
標
値
（
R
8
：
整
備
し
た
施
設
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
施
設
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
3
件
 
/
 
6
件
 
=
　
5
0
 
%

市
町

村
道

の
整

備
延

長
（
R

6
）
　

8
.7

km
市

町
村

道
の

整
備

延
長

（
R

6
）
　

1
0
.1

km
達
成
率

1
1
6
％

達
成

◎
G
-
2
6

(
R
6
)

【
目
標
】

　
地
域
住
民
の
生
活
に
密
着
し
た
市
町
村
道
の
整
備
を
推
進
し
、
安
全
で
円
滑

な
交
通
の
確
保
、
生
活
環
境
の
向
上
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
安
全
で
円
滑
な
交
通
の
確
保
及
び
生
活
環
境
の
た
め
の
市
町
村
道
の
整
備
延

長 【
目
標
値
】

　
現
況
値
（
R
4
末
）
：
4
.
5
k
m
 
 
　
　
中
間
目
標
値
（
R
6
）
：
8
.
7
k
m

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
 
最
終
目
標
値
（
R
8
）
：
1
4
.
6
k
m

R
8

R
6

[
R
4
補
正
]

G
の
N
o
.
2
8
～
3
1

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
5
9
～

1
6
0
,
1
7
1
～
1
7
3
,
1
9
8

～
2
0
4
,
2
1
4
～

2
1
5
,
2
3
4
～
2
3
7
,
2
4
3

～
2
4
5
,
2
5
7
～

2
5
8
,
2
6
7
～
2
7
1
,
2
7
7

～
2
7
9
,
2
8
1
,
2
8
6
～

2
8
7
,
2
8
9
～

2
9
1
,
3
0
1
,
3
0
4
,
3
0
9
～

3
1
2
,
3
1
8
～

3
2
0
,
3
2
7
,
3
3
3
,
3
3
9
,
3

4
1
,
3
4
4
～

3
4
5
,
3
4
7
,
3
5
0
～

3
5
1
,
3
5
4
,
3
5
6
,
3
5
9

[
R
5
補
正
]

G
の
N
o
.
1
2
,
1
4
～

1
7
,
1
9
,
2
0
,
2
3
,
2
5

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
5
3
～

1
5
5
,
1
6
5
,
1
6
6
,
1
9
0
～

1
9
4
,
2
0
6
～

2
0
8
,
2
1
8
,
2
2
8
～

2
3
1
,
2
3
7
～
2
3
9
,
2
4
9

～
2
5
2
,
2
6
2
～

2
6
6
,
2
7
0
～

2
7
4
,
2
7
9
,
2
8
0
,
2
8
2
,
2

8
3
,
2
9
5
,
2
9
6
,
2
9
9
,
3
0

4
～
3
0
7
,
3
1
3
～

3
1
5
,
3
2
2
,
3
2
8
,
3
3
7
,
3

4
0
,
3
4
2
,
3
4
3
,
3
4
7
,
3
4

8
,
3
5
2
,
3
5
4
,
3
5
5
,
3
6
0

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
1
5
,
2
1
,
2
4

G ( 道 路 )
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
2
8

(
R
6
)

R
9

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
6
3
～
1
6
4

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
5
9
～
1
6
0

宜
野

湾
市

に
お

け
る

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
　

4
.2

1
㎡

/
人

宜
野

湾
市

に
お

け
る

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
　

－
㎡

/
人

達
成
率

－
％

繰
越

繰

G ( 都 市 公 園 )

G
-
2
9

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
6
5

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
6
1

公
園

・
施

設
の

更
新

（
R

6
）
 ９

公
園

2
5
施

設
公

園
・
施

設
の

更
新

（
R

6
）
 3

公
園

1
0
施

設
達
成
率

3
3
％

未
達
成

未

G ( 都 市 公 園 )

G
-
3
1

(
R
6
)

R
9

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
7
8

[
R
6
]

G
の
N
o
.
1
7
1

供
用

開
始

面
積

（
R

6
）
 2

.4
h
a

供
用

開
始

面
積

（
R

6
）
 2

.2
9
h
a

達
成
率

9
5
％

概
ね
達
成

○

G ( 都 市 公 園 )

【
目
標
】

　
環
境
保
全
機
能
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
、
防
災
機
能
、
景
観
形
成
機
能

と
い
っ
た
、
緑
の
も
つ
機
能
に
あ
っ
た
公
園
整
備
や
公
園
施
設
の
改
築
・
更
新

を
行
い
、
よ
り
一
層
市
民
が
身
近
に
緑
と
親
し
め
る
環
境
を
創
出
し
、
快
適
で

魅
力
あ
る
都
市
づ
く
り
を
推
進
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
宜
野
湾
市
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
公
園
面
積
を
3
.
9
6
㎡
/
人
（
R
4
年
度

末
）
か
ら
4
.
2
3
㎡
/
人
（
R
9
年
度
末
）
に
増
加

【
目
標
値
】

　
宜
野
湾
市
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
公
園
面
積

　
現
況
（
R
4
年
度
末
)
3
.
9
6
㎡
/
人

⇒
中
間
（
R
6
年
度
末
)
4
.
2
1
㎡
/
人

⇒
最
終
（
R
9
年
度
末
)
4
.
2
3
㎡
/
人

【
目
標
】

　
宜
野
湾
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
お
よ
び
、
有
資
格
者
に
よ
る
年
一
回
の

遊
具
定
期
点
検
結
果
に
お
け
る
健
全
度
に
基
づ
き
、
適
切
に
公
園
施
設
の
維
持

管
理
を
行
い
、
更
新
が
必
要
と
判
断
さ
れ
る
施
設
に
つ
い
て
は
計
画
的
に
改
築

を
実
施
し
、
公
園
利
用
者
の
安
心
・
安
全
の
確
保
に
努
め
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
長
寿
命
化
計
画
の
対
象
全
3
7
公
園
の
う
ち
、
令
和
4
年
度
か
ら
令
和
8
年
度
ま

で
に
、
1
9
公
園
4
7
施
設
の
更
新
等
を
行
う
。

【
目
標
値
】

　
現
況
（
R
6
年
度
末
）
3
公
園
1
0
施
設

⇒
中
間
（
R
6
年
度
末
）
9
公
園
2
5
施
設

⇒
最
終
（
R
8
年
度
末
）
1
9
公
園
4
7
施
設

【
目
標
】

　
石
垣
島
を
代
表
す
る
観
光
拠
点
と
し
て
、
既
存
公
園
の
整
備
及
び
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
改
築
等
を
行
い
、
都
市
公
園
利
用
者
で
あ
る
市
民
や
観
光
客
の
利
便
性

及
び
安
全
性
の
向
上
を
図
り
、
名
勝
「
川
平
湾
」
と
の
調
和
の
と
れ
た
公
園
整

備
を
目
指
す
。

【
定
量
的
指
標
】

川
平
風
致
公
園
に
お
け
る
供
用
開
始
面
積
:

現
況
値
（
R
5
末
）
2
.
3
h
a

→
中
間
目
標
値
（
R
6
末
）
2
.
4
h
a

→
最
終
目
標
値
 
(
R
9
末
)
 
2
.
5
h
a
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興
公

共
投

資
交

付
金
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係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
4
1

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
5
0

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
4
3

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
2
0

う
る

ま
市

に
お

け
る

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

　
（
R

6
）
　

8
.7

5
㎡

/
人

う
る

ま
市

に
お

け
る

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

　
（
R

6
）
　

8
.7

8
㎡

/
人

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G ( 都 市 公 園 )

G
-
4
2

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
5
1

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
4
4

施
設

の
更

新
　

（
R

6
）
　

2
3
施

設
施

設
の

更
新

　
（
R

6
）
　

2
5
施

設
達
成
率

1
0
9
％

達
成

◎

G ( 都 市 公 園 )

G
-
4
4

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
6
2

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
5
5

緑
地

の
整

備
率

6
1
％

緑
地

の
整

備
率

5
3
％

達
成
率

8
7
％

概
ね
達
成

○

G ( 港 湾 )

G
-
4
5

(
R
6
)

R
9

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
6
4

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
5
9

公
園

の
改

築
・
更

新
（
R

6
）
　

３
公

園
公

園
の

改
築

・
更

新
０

公
園

達
成
率

０
％

未
達
成

未

G ( 都 市 公 園 )

【
目
標
】

　
宮
古
島
市
み
な
と
ま
ち
づ
く
り
基
本
構
想
で
、
海
洋
性
リ
ゾ
ー
ト
ゾ
ー
ン

（
海
洋
レ
ジ
ャ
ー
の
促
進
拠
点
、
賑
わ
い
空
間
の
整
備
）
と
位
置
づ
け
ら
れ
た

ト
ゥ
リ
バ
ー
地
区
に
お
い
て
、
既
存
施
設
を
利
活
用
し
観
光
客
と
市
民
が
共
に

利
用
で
き
る
賑
わ
い
空
間
を
兼
ね
備
え
た
、
新
た
な
緑
地
の
整
備
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

　
ト
ゥ
リ
バ
ー
地
区
施
設
整
備
率
（
緑
地
等
施
設
整
備
）
を
0
％
か
ら
1
0
0
％
へ

向
上
さ
せ
る
。

中
間
目
標
値
（
R
6
）
：
6
1
％

最
終
目
標
値
（
R
8
）
：
1
0
0
％

【
目
標
】

　
宮
古
島
市
都
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
策
定
計
画
に
基
づ
き
、
都
市
公
園
の
適

正
な
管
理
に
よ
る
公
園
利
用
者
の
安
全
・
安
心
の
確
保
を
図
る
た
め
、
公
園
施

設
の
改
築
・
更
新
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

　
宮
古
島
市
の
長
寿
命
化
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
公
園
の
内
、
７
公
園
の
改

築
・
更
新
（
R
9
末
）
を
行
う
。

　
　
現
況
（
R
3
末
）
０
公
園

⇒
　
中
間
（
R
6
末
）
３
公
園

⇒
　
最
終
（
R
9
末
）
７
公
園

【
目
標
】

　
う
る
ま
市
の
都
市
公
園
の
整
備
推
進
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
市
民
の
交
流
及

び
健
康
増
進
、
自
然
環
境
の
保
全
、
災
害
時
に
お
け
る
一
時
避
難
所
の
確
保

等
、
快
適
で
安
全
・
安
心
な
都
市
環
境
を
整
備
し
、
公
園
利
用
者
の
利
便
性
及

び
防
災
機
能
の
向
上
を
め
ざ
す
。

【
定
量
的
指
標
】

　
1
人
当
た
り
の
公
園
面
積
を
　
8
.
6
9
㎡
/
人
（
R
3
末
）
か
ら
　
8
.
8
3
㎡
/
人

（
R
8
末
）
に
す
る
。

　
1
人
当
た
り
の
都
市
公
園
面
積

　
当
初
現
況
値
（
R
3
末
）
　
8
.
6
9
㎡
/
人

→
中
間
目
標
値
（
R
6
末
）
　
8
.
7
5
㎡
/
人

→
最
終
目
標
値
（
R
8
末
）
　
8
.
8
3
㎡
/
人

【
目
標
】

　
う
る
ま
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
き
、
公
園
施
設
の
適
切
な
改

築
・
更
新
を
行
い
、
安
全
・
安
心
な
公
園
施
設
の
管
理
に
努
め
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
う
る
ま
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
で
策
定
し
た
3
4
公
園
（
更
新
予
定
施
設

1
4
4
施
設
）
の
う
ち
、
令
和
8
年
度
末
ま
で
に
1
0
公
園
4
9
施
設
の
更
新
を
行
う
。

　 　
目
標
値
(
R
3
末
)
0
施
設
　
0
％

⇒
　
中
間
目
標
値
(
R
6
末
)
　
2
3
施
設
　
4
6
.
9
％

⇒
　
最
終
目
標
値
(
R
8
末
)
　
4
9
施
設
　
1
0
0
％
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

G
-
4
7

(
R
6
)

R
9

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
2
9
9

[
R
6
]

G
の
N
o
.
2
9
2

公
園

の
改

築
・
更

新
（
R

6
）
 　

2
4
施

設
公

園
の

改
築

・
更

新
（
R

6
）
 　

2
4
施

設
達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G ( 都 市 公 園 )

G
-
5
0

(
R
6
)

R
9

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
3
2
2

[
R
5
補
正
]

G
の
N
o
.
2
2

[
R
6
]

G
の
N
o
.
3
1
7

[
R
6
補
正
]

G
の
N
o
.
2
6

与
那

原
町

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
 　

4
.9

8
㎡

/
人

与
那

原
町

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
 　

－
㎡

/
人

達
成
率

－
％

繰
越

繰

G ( 都 市 公 園 )

G
-
5
5

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
3
5
2

[
R
6
]

G
の
N
o
.
3
5
0

八
重

瀬
町

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
 　

1
4
.4

2
㎡

/
人

八
重

瀬
町

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

（
R

6
）
 　

1
4
.4

1
㎡

/
人

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G ( 都 市 公 園 )

【
目
標
】

　
北
谷
町
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
き
、
改
築
・
更
新
等
が
必
要
だ
と

判
断
し
た
公
園
施
設
や
、
緊
急
を
要
す
る
公
園
施
設
の
改
築
・
更
新
等
を
行
う

こ
と
で
、
都
市
公
園
利
用
者
が
安
全
で
安
心
し
て
利
用
で
き
る
だ
け
で
な
く
、

都
市
公
園
利
用
者
の
利
便
性
向
上
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
北
谷
町
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
公
園
施
設
の
う
ち
、

6
公
園
1
0
施
設
の
改
築
・
更
新
等
を
行
う
。

【
目
標
値
】

　
現
況
値
(
R
5
年
度
末
)
 
7
公
園
2
1
施
設

→
中
間
目
標
値
（
R
6
年
度
末
）
8
公
園
2
4
施
設

→
目
標
最
終
値
（
R
9
年
度
末
）
8
公
園
3
2
施
設

【
目
標
】

　
与
那
原
町
の
一
人
当
た
り
公
園
面
積
を
増
や
す
と
と
も
に
、
与
原
公
園
区
域

の
拡
大
整
備
の
み
な
ら
ず
既
存
公
園
区
域
の
改
修
も
踏
ま
え
、
公
園
施
設
の
機

能
の
維
持
向
上
に
努
め
、
地
域
住
民
の
地
域
活
性
化
拠
点
と
し
て
の
機
能
強
化

を
目
指
す
。

【
定
量
的
指
標
】

　
一
人
当
た
り
公
園
面
積
を
4
.
9
8
㎡
（
H
3
0
末
）
か
ら
5
.
7
9
㎡
（
R
9
末
）
に
増

加
す
る
。

【
目
標
値
】

　
一
人
当
た
り
都
市
公
園
面
積
＝

　
　
都
市
公
園
の
供
用
開
始
面
積
の
合
計
/
都
市
計
画
区
域
人
口

　
当
初
現
況
値
（
H
3
0
末
）
4
.
9
8
㎡
/
人

⇒
中
間
目
標
値
（
R
6
末
）
4
.
9
8
㎡
/
人

⇒
最
終
目
標
値
（
R
9
末
）
5
.
7
9
㎡
/
人

【
目
標
】

　
八
重
瀬
町
に
お
け
る
農
村
公
園
を
含
め
た
住
民
一
人
当
た
り
の
公
園
面
積
を

2
0
㎡
/
人
を
目
標
と
し
、
現
在
整
備
中
の
都
市
公
園
の
整
備
を
進
め
る
。
ま

た
、
将
来
に
市
街
地
等
を
想
定
し
た
公
園
誘
致
圏
の
検
討
及
び
町
民
の
ニ
ー
ズ

等
を
踏
ま
え
、
計
画
的
な
都
市
公
園
の
整
備
（
設
置
）
を
進
め
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
都
市
計
画
区
域
内
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
都
市
公
園
面
積
は
、
中
間
評
価

（
令
和
6
年
度
）
ま
で
に
1
4
.
4
2
㎡
/
人
、
令
和
8
年
度
ま
で
に
1
4
.
8
5
㎡
/
人
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番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

公
園

施
設

長
寿

命
化

計
画

の
策

定
(R

6
)　

６
箇

所

公
園

施
設

長
寿

命
化

計
画

の
策

定
(R

6
)　

６
箇

所

達
成
率

1
0
0
％

公
園

の
改

築
・
更

新
（
R

6
）
 　

６
施

設
公

園
の

改
築

・
更

新
（
R

6
）
 　

２
施

設
達
成
率

3
3
％

G
-
5
7

(
R
6
)

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
3
6
1

[
R
6
]

G
の
N
o
.
3
6
2

臨
港

交
通

施
設

の
整

備
達

成
率

(R
6
)　

8
5
.7

%
臨

港
交

通
施

設
の

整
備

達
成

率
(R

6
)　

7
1
.4

%
達
成
率

8
3
％

概
ね
達
成

○

G ( 港 湾 )

G
-
5
6

(
R
6
)

【
目
標
】

　
都
市
公
園
施
設
の
老
朽
化
や
危
険
度
に
関
す
る
調
査
を
行
い
、
改
築
・
更
新

を
目
指
し
た
長
寿
命
化
計
画
を
策
定
す
る
。
そ
し
て
、
当
計
画
に
基
づ
き
、
都

市
公
園
安
全
・
安
心
対
策
事
業
に
よ
り
、
公
園
施
設
の
適
切
な
改
築
・
更
新
を

行
い
、
安
全
で
安
心
し
て
利
用
で
き
る
都
市
公
園
整
備
を
推
進
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
公
園
施
設
の
計
画
的
な
修
繕
・
改
築
を
行
う
た
め
の
点
検
・
調
査
、
及
び
同

点
検
・
調
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
の
策
定
を
行
う
。

②
令
和
4
年
度
～
令
和
8
年
度
の
間
で
八
重
瀬
町
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画
に
基

づ
き
公
園
施
設
の
改
築
・
更
新
を
行
う
。

【
目
標
値
】

①
計
画
策
定
を
行
う
公
園
数
　
6
公
園

②
改
築
・
更
新
を
行
う
公
園
施
設
箇
所
数

　
現
況
値
（
R
3
末
）
3
箇
所

　
⇒
中
間
（
R
6
末
）
6
箇
所

　
⇒
最
終
（
R
8
末
）
8
箇
所

R
8

R
6

[
R
5
]

G
の
N
o
.
3
5
3

[
R
6
]

G
の
N
o
.
3
5
1

【
目
標
】

　
那
覇
港
に
お
け
る
持
続
可
能
な
発
展
と
県
民
生
活
を
支
え
る
安
心
・
安
全
な

港
湾
施
設
の
形
成
の
た
め
、
港
湾
機
能
の
強
化
を
行
う
。

【
定
量
的
指
標
】

　
那
覇
港
へ
の
ア
ク
セ
ス
強
化
に
向
け
た
陸
上
輸
送
の
利
便
性
向
上
の
た
め
の

臨
港
交
通
施
設
の
整
備
達
成
率
を
、
0
%
か
ら
1
0
0
%
へ
向
上
さ
せ
る
。

　
現
況
値
（
R
5
末
)
：
5
7
.
1
%

　
中
間
目
標
（
R
6
）
：
8
5
.
7
%

　
最
終
目
標
値
（
R
8
)
：
1
0
0
%

現
況
値
（
R
5
末
)
 
：
整
備
し
た
箇
所
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
箇
所
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
4
箇
所
 
/
 
7
箇
所
 
=
　
5
7
.
1
 
%

中
間
目
標
値
（
R
6
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
：
整
備
し
た
施
設
箇
所
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
箇
所
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
6
箇
所
 
/
 
7
箇
所
 
=
　
8
5
.
7
 
%

　 最
終
目
標
値
（
R
8
)
：
整
備
し
た
箇
所
数
／
整
備
を
必
要
と
す
る
箇
所
数
×
1
0
0

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
=
 
7
箇
所
 
/
 
7
箇
所
 
=
　
1
0
0
 
%

一
部
達
成

△

G ( 都 市 公 園 )
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令
和

6
年

度
沖

縄
振

興
公

共
投

資
交

付
金

に
係

る
成

果
目

標
に

お
け

る
達

成
状

況
（
令

和
６

年
度

中
間

評
価

年
度

分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

基
幹

管
路

耐
震

化
率

（
R

6
）
　

4
6
.4

%
基

幹
管

路
耐

震
化

率
（
R

6
）
　

4
6
.8

%
達
成
率

1
0
1
％

基
幹

管
路

整
備

進
捗

率
（
R

6
）
　

2
9
%

基
幹

管
路

整
備

進
捗

率
（
R

6
）
　

2
9
%

達
成
率

1
0
0
％

広
域

化
実

施
市

町
村

数
（
R

6
）
　

７
村

広
域

化
実

施
市

町
村

数
（
R

6
）
　

７
村

達
成
率

1
0
0
％

[
R
5
]

D
1
の
N
o
.
1
～
5

[
R
6
]

G
5
-
1
の
N
o
.
3
6
8
～

3
7
2

[
R
6
補
正
]

G
5
-
1
の
N
o
.
2
8
～
3
2

G
-
5
9

【
目
標
】

　
今
後
の
水
需
要
に
適
切
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
水
質
の
安
全
性
を
確
保
す

る
た
め
の
水
道
施
設
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
離
島
県
で
あ
る
本
県
に

お
い
て
水
道
施
設
が
被
災
し
た
場
合
、
水
道
事
業
体
相
互
や
他
府
県
か
ら
の
支

援
等
が
困
難
で
あ
り
、
広
範
囲
か
つ
長
期
に
わ
た
っ
て
の
断
水
が
危
惧
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
耐
震
化
を
推
進
す
る
。

 
水
源
水
質
の
悪
化
や
制
限
給
水
、
水
道
料
金
の
高
騰
な
ど
、
沖
縄
本
島
と
の

地
域
間
格
差
が
大
き
い
本
島
周
辺
離
島
８
村
の
課
題
解
消
を
図
る
た
め
、
県
に

お
い
て
、
離
島
に
お
け
る
水
道
施
設
の
整
備
を
行
う
。
こ
れ
に
よ
り
、
水
道

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
り
、
離
島
の
生
活
環
境
の
整
備
に
寄
与
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
令
和
1
3
年
度
を
達
成
予
定
年
度
と
し
て
、
基
幹
管
路
耐
震
化
率
5
0
.
5
％
、
基

幹
管
路
整
備
進
捗
率
5
7
％
を
目
指
す
。

※
基
準
値
（
R
2
）
　
　
 
：
基
幹
管
路
耐
震
化
率
　
4
3
.
6
％
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
基
幹
管
路
整
備
進
捗
率
　
1
8
％

　
実
績
値
（
R
4
時
点
）
 
：
基
幹
管
路
耐
震
化
率
　
4
5
.
8
％
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
基
幹
管
路
整
備
進
捗
率
　
2
7
％

　
中
間
目
標
値
（
R
6
）
 
：
基
幹
管
路
耐
震
化
率
　
4
6
.
4
％
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
基
幹
管
路
整
備
進
捗
率
　
2
9
％

　
最
終
目
標
値
（
R
1
3
）
：
基
幹
管
路
耐
震
化
率
　
5
0
.
5
％
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
基
幹
管
路
整
備
進
捗
率
　
5
7
％

②
令
和
1
3
年
度
を
達
成
予
定
年
度
と
し
て
、
本
島
周
辺
離
島
8
村
で
の
水
道
広

域
化
に
よ
る
水
道
施
設
の
整
備
を
行
う
。

※
基
準
値
（
H
2
7
）
　
　
：
広
域
化
実
施
市
町
村
数
 
0
村

　
実
績
値
（
R
4
時
点
）
 
：
広
域
化
実
施
市
町
村
数
 
5
村

　
中
間
目
標
値
（
R
6
）
 
：
広
域
化
実
施
市
町
村
数
 
7
村

　
最
終
目
標
値
（
R
1
3
）
：
広
域
化
実
施
市
町
村
数
 
8
村

R
1
3

R
6

達
成

◎

G ( 水 道 施 設 整 備 )
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令
和

5
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
５
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

C
-
1

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
1
の
N
o
.
9
～
1
7

小
中
学
校
の
改
築

９
校

小
中
学
校
の
改
築

９
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
2

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
2
の
N
o
.
1
8
～
2
4

小
中
学
校
の
改
築

７
校

小
中
学
校
の
改
修

７
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
3

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
3
の
N
o
.
2
5
～
2
6

市
町
村
立
学
校
の

不
適
格
改
築

２
校

市
町
村
立
学
校
の

不
適
格
改
築

２
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
4

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
4
の
N
o
.
3
1
～
3
7
,

 
 
 
 
 
N
o
.
4
0
～
4
8

小
中
学
校
の
大
規
模
改
造

（
質
的
整
備
）

1
6
校

小
中
学
校
の
大
規
模
改
造

（
質
的
整
備
）

1
6
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

成
果
目
標

【
目
標
】

　
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
公
立
幼
稚
園
、
義
務
教
育
諸
学
校
、
特
別
支
援

学
校
及
び
高
等
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
、
児
童
生
徒
等
の
安
全
を
守
り
、
安
心

で
豊
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
建
物
の
改
築
（
9
校
）

②
危
険
建
物
の
安
全
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
4
,
1
0
9
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）

【
目
標
】

　
構
造
体
の
劣
化
対
策
や
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
更
新
な
ど
に
よ
り
建
物
の
耐
久
性

を
高
め
る
と
と
も
に
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
や
多
様
な
学
習
内
容
、
学
習
形
態
に

よ
る
活
動
が
可
能
と
な
る
環
境
の
提
供
な
ど
、
現
代
の
社
会
的
要
請
に
応
じ
た

長
寿
命
化
を
図
る
。
ま
た
、
将
来
的
に
長
寿
命
化
を
図
る
建
物
に
つ
い
て
、
健

全
な
状
態
に
保
つ
た
め
の
予
防
的
な
改
修
工
事
を
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
実
施

し
、
致
命
的
な
損
傷
の
発
現
を
事
前
に
防
ぐ
こ
と
で
、
効
率
的
・
効
果
的
に
施

設
の
長
寿
命
化
を
図
り
、
教
育
環
境
の
改
善
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
長
寿
命
化
改
良
事
業
（
7
校
）

　 ②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
2
,
2
6
3
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）

【
目
標
】

　
教
育
を
行
う
の
に
著
し
く
不
適
当
な
建
物
で
特
別
な
事
情
の
あ
る
も
の
に
つ

い
て
、
公
立
幼
稚
園
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
、
教
育
機
能
の

向
上
及
び
校
地
の
有
効
利
用
等
の
観
点
か
ら
教
育
条
件
の
改
善
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
不
適
格
改
築
（
2
校
）

　 ②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
3
4
9
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）

【
目
標
】

　
経
年
に
よ
り
、
通
常
発
生
す
る
学
校
建
物
の
損
耗
、
機
能
低
下
に
対
す
る
復

旧
措
置
及
び
建
物
の
用
途
変
更
に
伴
う
改
築
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
教
育
環
境

の
改
善
を
図
り
、
も
っ
て
学
校
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
と
と
も
に
、
併

せ
て
建
物
の
耐
久
性
の
確
保
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
大
規
模
改
造
事
業
（
質
的
整
備
）
（
1
6
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
7
,
1
0
2
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）

-63-



令
和

5
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
５
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

C
-
5

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
6
の
N
o
.
5
0
～
5
2

小
中
学
校
の
屋
外
教
育
環
境

（
運
動
場
の
整
備
）

３
校

小
中
学
校
の
屋
外
教
育
環
境

（
運
動
場
の
整
備
）

３
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
6

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
7
の
N
o
.
5
3
～

5
4
,
5
7
～
5
8

へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備

４
校

へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備

４
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
8

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

C
-
1
6
の
N
o
.
6
5
～
7
2

C
-
1
7
の
N
o
.
7
3
～
7
4

水
泳
プ
ー
ル
新
改
築

８
校

武
道
場
新
改
築

２
校

水
泳
プ
ー
ル
新
改
築

８
校

武
道
場
新
改
築

２
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

C
-
1
0

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-

[
R
4
]

C
-
1
の
N
o
.
9
7

[
R
5
]

C
-
1
の
N
o
.
2
～
4
,
7

高
等
学
校
の
改
築

４
校

高
等
学
校
の
改
築

４
校

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

C （ 学 校 施 設 )

【
目
標
】

　
へ
き
地
に
お
け
る
義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
及
び
教
育
水
準
の
向
上
を
図
る

た
め
、
へ
き
地
教
員
住
宅
、
へ
き
地
集
会
室
及
び
へ
き
地
寄
宿
舎
の
整
備
を
行

う
。

【
定
量
的
指
標
】

①
へ
き
地
教
員
住
宅
等
の
整
備
に
関
す
る
事
業
（
4
校
）

②
へ
き
地
教
職
員
の
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
に
係
る
へ
き
地
教
職
員
数
／
県
内
教
職
員
数

　
（
1
4
人
／
1
2
,
1
7
0
人
）

【
目
標
】

　
学
校
教
育
活
動
の
円
滑
な
実
施
及
び
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
た
め
、
義
務
教
育
諸

学
校
に
係
る
体
育
諸
施
設
の
整
備
促
進
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
水
泳
プ
ー
ル
新
改
築
事
業
（
8
校
）

　
中
学
校
武
道
場
新
改
築
事
業
（
2
校
）

②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
施
設
に
係
る
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
5
,
0
9
3
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）

【
目
標
】

　
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
県
立
学
校
の
校
舎
を
改
築
し
児
童
生
徒
等
の
安

全
を
守
り
、
安
心
で
豊
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
県
立
学
校
の
構
造
上
危
険
な
状
態
に
あ
る
建
物
の
改
築
（
4
校
）

②
危
険
建
物
の
安
全
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
生
徒
数
／
県
立
学
校
生
徒
数

　
（
2
,
6
5
0
人
／
4
4
,
1
6
3
人
）

【
目
標
】

　
子
ど
も
達
の
最
も
身
近
に
あ
る
学
校
の
屋
外
環
境
を
様
々
な
体
験
活
動
の
場

と
し
て
活
用
し
、
た
く
ま
し
く
心
豊
か
な
子
ど
も
達
を
育
成
す
る
た
め
、
屋
外

環
境
の
一
体
的
な
整
備
充
実
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

①
市
町
村
立
小
中
学
校
の
屋
外
教
育
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
業
（
運
動
場
）

（
3
校
）

　 ②
教
育
環
境
改
善
率

　
対
象
事
業
箇
所
の
児
童
・
生
徒
数
／
県
内
小
中
学
校
児
童
・
生
徒
数

　
（
9
6
0
人
／
1
4
6
,
8
4
0
人
）
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令
和

5
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
５
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成
予
定

年
度

中
間
評
価

年
度

対
応
事
業

目
標
値

達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価
基
準

分
野

成
果
目
標

E
1
-
8

(
R
5
)

R
5
→
R
6

H
3
0

[
R
4
]

E
1
の
N
o
.
6
5
,
7
4

[
R
5
]

E
1
の
N
o
.
6
7
,
7
8

防
波
堤
の
整
備
　
L
=
7
0
m

航
路
・
泊
地
の
浚
渫

A
=
2
1
,
3
3
0
㎡

物
揚
場
の
整
備
　
L
=
1
5
7
m

防
波
堤
の
整
備
　
L
=
7
0
m

航
路
・
泊
地
の
浚
渫

A
=
2
1
,
3
3
0
㎡

物
揚
場
の
整
備
　
L
=
1
5
7
m

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎
E 1

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 )

G
-
1
4

(
R
5
)

R
5
→
R
6

-
[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
2
9

洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
の
作
成

６
河
川

洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
の
作
成

６
河
川

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

G （ 治 水 ）

G
-
2
1

(
R
5
)

R
7

R
5
→
R
6

[
R
4
]

G
の
N
o
.
1
2
0
,
1
2
1
,
1
2
2
,
1

2
3
,
1
2
4
,
1
5
5
,
1
8
2
,
1

8
3
,
2
0
6
,
2
0
7
,
2
0
8
,
2

0
9
,
2
1
6
,
2
5
0
,
2
6
3
,
2

7
2
,
2
7
3
,
2
7
7
,
2
8
0
,
2

8
2
,
2
8
3
,
2
9
1
,
2
9
2
,
2

9
7
,
3
3
2
,
3
3
4
,
3
3
7
,
3

3
9
,
3
4
0
,
3
5
1
,
3
5
4

[
R
5
]

G
の
N
o
.
1
1
8
,
1
1
9
,
1
2
0
,
1

2
2
,
1
3
0
,
1
5
3
,
1
5
4
,
1

5
5
,
1
6
6
,
1
8
0
,
1
9
2
,
2

0
9
,
2
1
0
,
2
1
1
,
2
1
9
,
2

2
0
,
2
2
1
,
2
5
2
,
2
6
5
,
2

6
6
,
2
7
3
,
2
7
5
,
2
7
6
,
2

8
0
,
2
8
3
,
2
8
4
,
2
8
5
,
2

8
8
,
2
9
5
,
2
9
7
,
3
0
0
,
3

2
4
,
3
3
6
,
3
4
0
,
3
4
2
,
3

4
3
,
3
4
6
,
3
5
5
,
3
5
8
,
3

6
0

公
営
住
宅
整
備

（
R
5
）
3
5
.
5
％

公
営
住
宅
整
備

（
R
6
）
3
9
.
6
％

達
成
率

1
1
2
％

達
成

◎

G （ 住 宅 ）

【
目
標
】

　
洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
等
を
作
成
・
公
表
す
る
こ
と
で
、
洪
水
時
の
円
滑
か

つ
迅
速
な
避
難
を
確
保
し
、
水
害
に
よ
る
被
害
の
軽
減
を
図
る
。

【
定
量
的
指
標
】

　
洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
を
作
成
し
て
い
な
い
基
幹
事
業
の
あ
る
6
河
川
に
つ

い
て
、
洪
水
浸
水
想
定
区
域
図
の
作
成
を
行
う
。

　
現
況
値
（
R
4
）
　
　
：
0
河
川

　
最
終
目
標
値
（
R
5
）
：
6
河
川

【
目
標
】

　
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、
省
エ
ネ
化
及
び
耐
震
化
等
高
い
住
宅
性
能
を
備
え
た
住

宅
ス
ト
ッ
ク
の
形
成

【
定
量
的
指
標
】

　
高
齢
者
及
び
身
体
障
害
者
等
に
対
応
し
た
公
営
住
宅
整
備
＝
県
下
の
公
営
住

宅
の
内
、
高
齢
者
等
へ
の
配
慮
が
な
さ
れ
た
公
営
住
宅
の
管
理
戸
数
の
割
合

　
当
初
現
況
値
(
R
3
当
初
)
：
3
3
.
1
％

　
中
間
目
標
値
(
R
5
 
末
 
)
：
3
5
.
5
％

　
最
終
目
標
値
(
R
7
 
末
 
)
：
3
7
.
1
％

【
目
標
】

　
水
産
物
の
生
産
機
能
の
強
化
を
図
る
た
め
、
漁
港
の
整
備
を
行
う
。
（
恩
納

地
区
）

【
定
量
的
指
標
】

令
和
５
年
度

・
防
波
堤
の
整
備
　
新
設
・
改
良
　
L
=
7
0
m

・
航
路
・
泊
地
の
浚
渫
　
A
=
2
1
,
3
3
0
㎡

・
物
揚
場
の
整
備
　
新
設
　
L
=
1
5
7
m

平
成
3
0
年
度

・
防
波
堤
の
整
備
　
新
設
・
改
良
　
L
=
7
0
m

・
航
路
・
泊
地
の
浚
渫
　
A
=
1
1
,
1
4
5
㎡

・
物
揚
場
の
整
備
　
新
設
　
L
=
1
5
7
m
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